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まえがき 

この 規格 は， 工業 標準化 法 第 14 条 によって 準用す る 第 12 条第 1 項の 規定に 基づき， 社団法人 日本食 品 
機械工業 会 (JFMA) から 団体 規格 （製菓 機械の 安全 • 衛生 設計に 関する 業界 基準 1997) を 基に 作成した ェ 
業 標準 原案 を 具して 日本工業規格 を 改正す べきとの 申出が あり， 日本 工業 標準 調査 会の 審議 を 経て， 経済 
産業 大臣が 改正した 日本工業規格 である。 

これによ つて JIS B 9652 ： 1 98 8 は 改正 され， この 規格 に 置き換えられる。 

この 規格 は， 著作権法で 保護 対象と なって いる 著作物で ある。 

この 規格の 一部が， 技術的 性質 を もつ 特許権， 出願 公開 後の 特許 出願， 実用新案 権， 又は 出願 公開 後の 
実用新案 登録 出願に 抵触す る 可能性が ある ことに 注意 を 喚起す る。 経済 産業 大臣 及び 日本 工業 標準 調査 会 
は， このような 技術的 性質 を もつ 特許権， 出願 公開 後の 特許 出願， 実用新案 権， 又は 出願 公開 後の 実用 新 
案 登録 出願 にか かわる 確認に ついて， 責任 を もたない。 



(1) 
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製菓 機械の 安全 及び 衛生に 関する 設計 基準 

Design rules for safety and sanitation of cake making machinery 

1. 適用 範囲 この 規格 は， 製菓 機械 及び その 附属 装置 （以下， 製菓 機械と いう。） に 限定した 特定の 安全 
及び 衛生 に関する 設計の た め の 要求 事項 について 規定す る。 

なお， JIS B 9650-1, JIS B 9650-2, JISB 9700-1, JIS B 9700-2 及び JIS B 9960-1 に 基づき， 製品 別 規格 
として 必要な 事項 を 規定す る 

また， この 規格 は， 動力， 加熱 及び 制御に 何ら かの エネルギー を 使用し， 商用の 食料品 又は その 原料 を 
量産す る 工場な どの 作業場 所で 使用す る 製菓 機械 を 対象と する もので あり， 家庭， レストラン などの ちゆ 
う （厨） 房で 使用す る 製菓 機械に は 適用し ない。 

2. 引用 規格 次に 掲げる 規格 は， この 規格に 引用され る ことによって， この 規格の 規定の 一部 を 構成す 
る。 これらの 引用 規格 は， その 最新 版 （追 補 を 含む。） を 適用す る。 

JIS B 8265 圧力容器の 構造 一一 般 事項 
JIS B 8415 工業用 燃焼炉の 安全 通則 

JISB 9650-1 食料品 加工 機械の 安全 及び 衛生に 関する 設計 基準 通則 一 第 1 部 ： 安全 設計 基準 
JIS B 9650-2 食料品 加工 機械の 安全 及び 衛生に 関する 設計 基準 通則 一 第 2 部 ： 衛生 設計 基準 
JISB 9700-1 機械 類の 安全性 一 設計の ための 基本概念， 一般 原則 一 第 1 部： 基本 用語， 方法論 
備^ # ISO 12100-1:2003, Saiety oi machinery— Basic concepts, general principles Tor design — Part 1 : 
Basic terminology , methodology 力、 この 規格と 一致して いる。 
JIS B 9700-2 機械 類の 安全性 一 設計の ための 基本概念， 一般 原則 一 第 2 部 ： 技術 原則 

備考 ISO 12100-2:2003, Saiety of machinery — Basic concepts, general principles tor design — Part 2 : 
Technical principles 力、 こ の 規格 と 一致 している。 
JIS B 9705-1 機械 類の 安全性 一 制御システムの 安全 関連 部 一 第 1 部 ： 設計の ための 一般 原則 

1/1 考 ISO 13849-1:1999, Saiety ot machinery — Safety -related parts or control systems ― Part 1 : General 
principles for design 力、 こ の 規格 と 一致 している。 
J1S B 9960-1 機械 類の 安全性 一 機械の 電気装置 一 第 1 部 ： 一般 要求 事項 

備考 IEC 60204-1 ： 1997, Saiety of machinery ― Electrical equipment of machines ― Part 1: General 
requirements が, この 規格 と 一致 している。 
JIS C 0920 電気 機械 器具の 外郭に よる 保護 等級 （IP コード） 

備考 IEC 60529:2001， Degrees of protection provided by enclosures (IP Code) カ^ この 規格と 一致し 
ている。 
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3. 定義 この 規格で 用いる 主な 用語の 定義 は， JISB 9650-1 の 3. 及び JISB 9650-2 の 3. による ほカヽ 

次に よる。 

a) 製菓 機械 和菓子， 洋菓子， せんべい， あられ， スナック， あめ （飴） 及び チョコレートの 一般的な 
製造工程に 多く 使用す る 機械の 総称。 立 形 ミキ サ， 横 形 ミキ サ， デバ イダ， 立 形 あんねり 機， 横 形 あ 
ん ねり 機， もちつ き 機， リバース シ 一夕， オーブン， フライヤ， ス ライサ， 包 あん 機， デ ポジ 夕， 形 
抜 切断機， ェク スト ルー ダ 及び スチ一 マが ある。 

b) 立 形 ミキ サ ボール 内部で 動力に よって 動く 立 軸 アジ テータ を もち， 液体， 粘 体 又は 固体の 原材料 及 
び これらの 混合物 を かくはん （攪拌)， 混ね つ （捏） し， 菓子 生地 を 作る 機械。 

c) 横 形 ミキ サ かくはん 槽 内部で 動力に よって 動く 横軸 アジ テ 一夕 を もち， 液体， 粘 体 又は 固体の 原材 
料 及び これらの 混合物 を かくはん， 混ね つし， 菓子 生地 を 作る 機械。 

d) デバ イダ 生地 塊 を， 所定の 大きさに 分割す る 機械。 

e) 立 形 あんねり 機 水平に 設置され た 加熱 容器の 上方 又は 斜 上方に アジ テータ を 取り付けて， 加熱 容器 
内の 原材料 を かくはん， すり 落とし （ス クレープ)， 水分の 濃縮， 砂糖の 浸透， でんぷん 類の こ （糊） 
化な ど を 促進し， あん， ジャム， ママ レー ド， カスター ドク リームな ど を 作る 機械。 

f) 横 形 あんねり 機 U 字形の 加熱 容器 を 横に 貫通した 軸に アジ テ 一夕 を 取り付けて， 加熱 容器 内の 原材 
料 を かくはん 及びす り 落とし （ス クレープ)， 水分の 濃縮， 砂糖の 浸透， でんぷん 類の こ （糊） 化な ど 
を 促進し， あん， ジャム， ママ レー ド， カス 夕一 ドク リームな ど を 作る 機械。 

g) もちつ き 機 蒸した もち 米 （もち 米粉 を 含む。） 又はうる ち 米 （米粉 を 含む。） を 加工し， もち 又は 団 
子 を 作る 機械。 

h) リバース シ一タ 菓子 生地 を 複数の 圧延 ローラ 及び 往復 移動 可能な コン ベアに よって 所定の 厚さに 伸 

ばす 機械。 

り オーブン 成形 又は 発酵 工程 を 経た 生地 片を 焼成す る 機械。 主として， 次の ものが ある。 

1) 直 火 式 オーブン 焼成 室内で， 燃料 を 直接 燃焼させる 方式の オーブン。 

2) 直 火 循環 式 オーブン 燃焼 室の 内部 又は 外部に 一組 以上の 加熱 装置 を もち， 各 加熱 装置に は 1 本の 
パーナが ある もので， 使用済み ガスと 新しい ガスと を 混合して 使用す る 方式の オーブン。 燃焼 ガス 
は， 送風機に よって 焼成 室と 加熱 装置と を 循環し， オーバ フロー 又は ベント 装置に よって 使用済み 
ガス の 一部 を 除去 し， パーナから 新鮮な 燃焼 ガス を 補給す る 。 

3) 間接 加熱 多数 バー ナ式 オーブン 未 燃焼 ガス， 燃焼 物な どが 焼成 室に 入らない よ う に， パーナ 部 （一 
般 的に は， ガス パーナ） を 完全に 囲んで 加熱す る 方式の オーブン。 

4) 間接 加熱 循環 式 オーブン 燃焼 ダクト， 燃焼 室 及び 循環 送風機 を 備えた オーブン。 燃焼 ガス は， こ 
の 閉鎖 システムの 中 を 燃焼 室で の 新鮮 な 燃焼 ガ スと 混合しながら 循環し， 排気口 又は オーバ フロー 
部で 一部の ガス を 逃して パーナから 新鮮な 燃焼 ガス を 補充し， 不燃 焼 ガス 又は 燃焼 かす 力 や 焼成 室に 
入らない 構造と なって いる。 

j) フライヤ 油揚げす るた めの 機構 及び 油 保持 槽を もつ 機械。 

k) ス ライサ 一定の 寸法 又は 任意の 寸法に 切断す る 機械。 往復 形ス ライサ， バンド 形ス ライサ 及び 円形 
ス ライサな どが ある。 

1) 包 あん 機 あん， クリーム， ジャムな ど を 内包 材 とし， 菓子 生地 又は これと 性状の 類似す る 素材 を 外 

皮材 と し た 食料品 を 成形 加工す る 機械。 
m) デ ポジ 夕 あん， クリーム， ジャム， 菓子 生地な ど を 連続 的に 又は スポット 状に 押し出す 機械。 
n) 形 抜 切断機 菓子 生地 （加熱 及び 練り 加工品 を 含む。） を， 形 抜き 及び 切断の 方法で 成形 並びに 加工す 
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る 機械。 

0) ェク スト ルー ダ 粉体， 固体 及び 粘 体の 菓子 原料に 水， 調味料な ど を 添加し， 圧縮， 粉砕， 混 練， 発 
熱 及び 溶解 させた もの を 押し出しながら 成形 膨 化す る 機械。 

p) スチー マ 菓子 生地 を 蒸し 加工す る 機械。 主に 次の ものが ある。 

1) せいろ 段 積みされ た 箱 形 枠に 菓子 生地 を 入れ， 蒸し 加工す る 機械。 

2) 蒸し 庫 庫 内に 設けられた ラッ ク 上に， 菓子 生地が 入った ト レイ をのせ て 蒸し 加工す る 機械。 

3) 連続 蒸し 機 菓子 生地が 入った トレ ィを コン ベア 上に のせて， トンネル 内 を 連続 通過 させて 蒸し 加 

ェ する 機械。 

4. 機種 別の 安全 及び 衛生 要求 事項 
4.1 立 形 ミキ サ 

4.1.1 安全 要求 事項 安全 要求 事項 は， 次に よる。 

a) ポール 上方に かく はん 軸 を 囲んで 設置され る 保護 ガー ドはィ ン タロック 付き ガー ド （JIS B 9700-2 の 

5.3 参照） とし， その インタ ロック 付き ガード は， 必要な 場合に は 大きく 開閉で きる 構造と する。 

b) 複数の ミキ サを 設置す る i8 合で も， 各 ミキ ザに は， その 固有の 電動機 及び その 電気 制御 操作盤 を それ 
ぞれ 設ける。 

c) 駆動装置 は 内蔵す る 力、， 又は 外部に 設ける 場合 は， 駆動 部 全体 を 覆う 保護 ガード （JISB 9700-2 の 5.3 

参照） を 設け， 作業 者に 危険の ない 構造と する。 

d) 給油 を 行う 場合 は， 駆動 部に 給油 装置 又は 作業 者の 手指が 接触し ない 構造と する。 

e) 必要に応じて フラワー ゲート 操作 機構， 副 資材 投入 口 及び 給水 口 を 設け， 作業 者の 作業 域で 容易に 操 
作で きる 構造と する。 

f) すべての 電気 部品の 湿度 環境 は， JISB 9960-1 の 4.4.4 の 規定に よる。 また， 水が かかる おそれの ある 
電気 制御 操作盤の ェン クロージャ は， JIS B 9960-1 の 12.3， 及び JIS C 0920 に 従い 適切な 保護 等級と 

する。 

g) 電気 制御 操作盤の 取 付 位置 は， 保護 ガードが 開いて いると きで も， 作業 者が 十分に 見える ところと す 
る。 また， 非常 停止 スィッチ 以外 は， 操作 用 装置 を 二重に 設けて はならない。 

h) 最大 積載 容量 を 表示す る。 

1) 保護 ガード を 開放しながら アジ テ一タ を 動かす 場合 は， ホールド 'トウ • ラン 制御装置 によって 操作 
する 構造と する （JIS B 9700-1 の 3.26.3， 及び JIS B 9700-2 の 4.11.8 参照）。 

j) 停止 装置が 作動した とき， アジ テータ は 4 秒 以内に 停止す る 構造と する。 不可能な 場合 は， 遅延 装置 

によって アジ テ 一夕の 動き 力 5 止 まる ま で 保護 ガー ドが 開か な レ 4 冓造 とする。 
k) アジ テ 一夕 を 運転 位置に 移動す る 場合， モータ は， ホールド' トウ • ラン 制御装置 によって 操作す る 

構造 とする (JIS B 9700-1 の 3.26.3, 及び JIS B 9700-2 の 4.11.8 參照） 

I ボールが 定位置に ない 場合， インタ ロック 装置に よって， アジ テ一 夕が 回転し ない 構造と する。 
m) 粉が 飛散す る 構造の 場合 は， それ を 防ぐ ために アジ テ 一夕の 回転が 最大になる までに， 120 秒 間 要す 
る 構造と する。 

n) 設置 を 行う 場合 は， 最大 能力 時の 発生 荷重 量に 対して 安全に 耐えうる 基礎 上に だけ 設置し， 必要に 応 
じて， ボルトな どに よる 過度の 振動 発生， 又は 位置 ずれが 起こらない ようにす る。 ボルトに よって 取 

り 付 け る 場合， 作業 者 に 危険が 及ばな い ミキ ザと 床との 間に はすき 間が できな レ 4 冓造 とする。 

0) キャス 夕が 付いていない 非 固定 式の 場合， ボールに 水 を 入れた 状態で 水平面から 最も 好ましく ない 方 
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向 に 1 度 傾け て も ， 機械が 水平 に 戻る 構造 とする。 
p) キャス 夕 付きの 非 固定 式の 場合， ロック 装置 を 設ける。 

q) 機械が o) 又は p) に 適合で きない 場合に は， 機械 を 固定し， 固定 位置での 強度 を 取扱 説明 齊 に 明記す 

る。 

4.1.2 衛生 要求 事項 衛生 要求 事項 は， 次に よる。 

a) ボール を 出し入れ する フレーム は， すべての 内面に 容易に 接近で きる 構造と する。 

b) すべての ヒンジ は， 容易に 分解で きる 構造と する。 

c) アジ テータ に 総 内角 135 度 以下で 永久に 接合 ざれる 金属 面 は， 両方の 近接 面に 3 mm 以上の 半径 を も 
つものと する。 

d) ボール 上端の つば は， 一体 物にする か ボール 本体との 間にす き 間がない ように シールす る。 また， ボ 
—ルの 外面に 附属す る もの は シールす る。 

e) シャフト の 軸受部 は， 潤滑油が 漏れて 食品 接触 部に 滴下し ない 構造と する。 

f) ホイ ツバ 形の アジ テ 一夕に 用いられる ワイヤ 間の すき 間 は， ワイヤの 直径の 2 倍 以上 か， どんな 場合 
でも 6mm 以上と する。 

g) ワイヤ ホイ ツバの 構造 は， 取 付 部で しっかり 支えられ， かつ， ワイヤ 同士が 容易に 洗浄で きる ように 
分離 可能な 構造と する ことが 望ましい。 

h) ス クレー パは， アジ テ 一夕から 簡単に 取り外して 清掃が できる 構造と する。 

i) ビータな ど 部品 番号 を 必要と する 場合 は， シャンク， 又は スリーブの 上端 表面に 刻印す る。 

j) アジ テータ シャフトの シール は 漏れない ように， 調整され たもの を 使用し， 漏れが 生じた- i は 合に は， 

内部に た （溜） まらない よう， 完全に 外部に 排水で きる 構造と する。 
k) アジ テ 一夕 シャフトの シール は， 容易に 交換で きる 構造と する。 

1) ボール カバーの ある もの は， カバー 外部からの 廃液が ボール 内部に 入らない 構造と する。 

m) ボールと カバーとの 間の ガスケット は， 容易に 取り外して 清掃が できる 構造と する。 

ii) 注水 管 を 設ける 場合 は， オーバ フローレ ベルより 上部に， 25 mm 又は 注水 管 直径の 2 倍のう ち， どち 

らか 大きい 方の 長さ を 設ける。 
o) ボール 固定 式の ミキ ザの ボール は， 完全に 排水で きる 構造と する。 

P) ミキ サは， 機械の 上面の 汚れが 確認で きる 構造と する。 不可能な 場合 は， 必要に応じて 踏み台 を 設け 

る。 

q) 床に 密着して 設置され る 場合を除き， 機械 は 床 面から 150 mm 以上の すき 間 を 設ける。 
4.2 横 形 ミキ サ 

4.2.1 安全 要求 事項 安全 要求 事項 は， 次に よる。 

a) アジ テ 一夕の 回転 中 かくはん 槽は， 完全に 密閉され る 構造と する。 ただし， かくはん 槽の カバー を 全 
開口の 1/5 以上 開いて アジ テータ を 回転させる 場合 は， 両手 操作 制御装置 によって 作業 者が 両手 操作 
を 必要と する 構造と する。 

b) フラワー ゲート 操作 機構， 副 資材 投入 口 及び 給水 口 を 設ける。 これら は， 作業 者の 正常 作業 位置で 容 
易に 操作で き るよう にし， 異常な 作業 及び 安全 を 脅かす おそれがない 構造と する。 

c) 駆動装置 は 内蔵す るか， 又は 外部に 設ける 場合 は， 駆動 部 全体 を 覆う 保護 ガード （JISB 9700-2 の 5.3 
參照） を 設け， 作業 者に 危険の ない 構造と する。 

d) 力、 く はん 槽の 転倒 中に アジ テ一 夕 を 回す 場合に は， 切替 スィッチ を 手動に 切替えて， 2 個の スィッチ 
を 同時に 両手で 押し， 寸動 運転が できる 両手 操作 制御装置 （J1S B 9700-1 の 3.26.4 参照） を 用いる。 
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この場合， 片手で 2 個の スィ ツチ を 同時に 押せない よう， 2 個の スィ ツチ は 別々 に 離して 設置す る。 

e) アジ テ 一夕の 点検 作業 を 行う 場合に， かくはん 槽 全体が 見える ように， いつでも 1/5 以上 開口で きる 
構造と する。 

f) 自動 転倒 装置 付きの 横 形 ミキ サは， か く はん 槽を 閉じ る と き， 自動で はか く はん 槽の 開口部が 全開 時 
の 4/5 以上 閉じない ようにし， かく はん 槽を 完全 密閉す るに は， 両手 操作 制御装置 によって 作業 者が 
転倒 用 の 電気 制 御 操作盤 を 両手 を 用いて 操作す る 構造と する。 

g) インタ ロック 作動 中 及び 槽の 転倒 中 は [ a )， e) など]， 手動で なければ アジ テ 一夕が 回転し ない 構造 

とする。 

h) 作業 者の 頭上に 位置す る カバー 又は ドアが， 偶発的に 閉じる おそれの ある もの は， 開放 状態 を 保った 
めの カウンター • バランス 装置 を 備える か 又は 作業 者の 手に よって 閉じない 限り， 開いた 状態が 保持 
される 構造と する。 

i) 電気 制御 操作盤の 取 付 位置 は， かくはん 槽が 開いて いると きで も， 作業 者が 十分に 見える ところと す 
る。 また， 非常 停止 スィッチ 以外 は， 操作 用 装置 を 二重に 設けて はならない。 

j) 機械に は， それぞれ 単独の 電動機 及び その 電気 制御 操作盤 を 設ける。 また， 施錠 式 操作 スィッチ を設 
け， 機械の 点検 及び 清掃 中 に 他の 作業 者に よって 作動で き ない 構造 とする。 

k) カバーの 内部に は， 格子 状の 保護 ガード （J1SB9700-2 の 5J 参照) を 取り付ける。 この 保護 ガード を 
外す と， アジ テータ が 回転し ないように， インタ ロック 装置が 働く 構造と する。 

1) カバー を 外さないで 外部から 給油 を 行う ことができる 構造と する。 軸受部 は， 自動 供給 装置 を 取り付 
ける ことが 望ましい。 

m) 冷却 媒体 を 作動させる バルブ 及び 電気 制御 操作盤 は， 作業 者の 安全に 支障がない 位置 （JIS B 9700-2 

の 4.8.7 参照） に 取り付ける。 
n) 冷却 ジャ ケッ トに は， 冷却 媒体の 圧力が すべて 設定 圧力 以上に はならない 保護 装置 を 取り付ける。 
o) すべての 電気 部品の 湿度 環境 は， JISB9960-1 の 4.4.4 の 規定に よる。 また， 水が かかる おそれの ある 

電気 制御 操作盤の ェン クロージャ は， JIS B 9960-1 の 12.3， 及び JIS C 0920 に 従い 適切な 保護 等級 と 

する。 

p) 原料 投入 扉 を 備えた 横 形 ミキ サの 場合， 扉 を 全開した ときの 面積 は， 0.14m 2 以上 占めない ようにす 

る。 扉に は， 作業 者 を 危害から 守る ために 平行棒 か 格子 を 設ける。 
q) 最大 積載 容量 を 表示す る。 

r) 設置 を 行う 場合 は， 最大 能力 時の 発生 荷重 量に 対して 安全に 耐えうる 基礎 上に だけ 設置し， 必要に 応 
じて， ボルトな どに よる 過度の 振動 発生， 又は 位置 ずれが 起こらない 構造と する。 ボルトに よって 取 
り 付 け る 場合， 作業 者 に 危険の ないよう ミキ ザと 床との 間に はすき 間が できない 構造と する。 

4.2.2 衛生 要求 事項 衛生 要求 事項 は， 次に よる。 

a) すべての パッキング シール は 漏れない ように 調製され たもの を 使用し， 漏れが 生じた 場合に は， 内部 
にた （溜） まらない よう 完全に 外部に 排水で きる 構造と する。 

b) ミキ サは， 機械の 上面の 汚れが 確認で きる 構造と する。 

c) ヒンジ 及び ラッチ は， 簡単に 取り外せる タイプの もので， 取り付ける ときに， すき 間 及び 裂け目が 生 
じない 構造と する。 

d) 液体 原材料 注入 管， バルブ 及び 附属 品 は 分解 式と し， 原材料が つまらない 構造と する。 また， 配管 は 
自動 排水 式と する。 

e) アジ テ 一夕， アジ テータ 軸な どの 部品 類 は， 通常の 洗浄 方法で それらの 全面が 効果的に 清潔になる 構 
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造と する。 

f) アジ テ 一夕の 末端と かくは ん槽の 面 とのす き 間 は， 容易 に 清掃が で きる 構造と する。 

g) かくはん 槽と ハウジング フレームとの すき 間 は， 100mm 以上と する。 

h) かくはん 槽は， 排水が 完全に できる ように， 簡単に 取り外せる 排水管 を 取り付ける。 また， ボール 及 
び アジ テ 一夕 は， 少量の 水 を 入れた かく はん 槽 内で アジ テ一タ を 回して 洗浄す る ことができる 構造と 
する。 

り 注水 管 は オーバ フローレ ベルより 上部に， 25 mm 又は 注水 管 直径の 2 倍のう ち， どちら か 大きい 方の 

長さ を 設ける。 

j) 可動 式の かくはん 槽の外 表に は， 簡単に 清掃が できる 手段 を 講じる。 

k) かくはん 槽の カバー は， 外部から 廃液が かかった 場合， 内部に 入らず かくはん 槽の 外部に 排水され る 
構造と する。 

1) 回転す る アジ テ 一夕 • ローラ' バー を 支える ための ベアリングが 非 食品 接触 部に ある 場合， ニッケル 
ブロンズ 合金 を 用いる こ とがで きる。 

m) トランス ミ ッシ ヨン は， 潤滑油が 露出し ないよう に 適切な 方法で 内装す る。 

n) 原材料の 取 入口 は， 原材料の 漏れ を 防ぐ ために， 口 幅が 10mm 以上の つばの 取 付け 及び 取 外しが でき 
る 構造と する。 また， ドア 及び カバー は， 原材料 取 入口に すき 間な く 取り付ける。 

なお， これら を ヒンジ 式に する 場合に は， 簡単に 取り外して 清掃が できる 構造と し， き 裂 及びす き 
間が できない ように 取り付ける。 

0) 力、 く はん 槽に 取り付ける センサな どの 装置 は， 汚れが 滞留し ない 構造と し， 取 付 部 は シールす るか 又 
は 容易に 取り外 して 清掃が で きる 構造と する。 

p) 加熱 器な ど 部品 番号 を 必要と する 場合 は， シャンク 又は スリーブの 上端 表面に 刻印す る。 
4.3 デバ イダ 

4.3.1 安全 要求 事項 安全 要求 事項 は， 次に よる。 

a) 駆動装置 は 内蔵す るか， 又は 外部に 設ける 場合 は， 駆動 部 全体 を 覆う 保護 ガード （JIS B 9700-2 の 5.3 

参照） を 設け， 作業 者に 危険の ない 構造と する。 

b) 生地の 取 出口に は， インタ ロック 装置 を 備えた 保護 ガード （JIS B 9700-2 の 5.3 参照） を 設け， 機械が 
確実に 停止した 状態で なければ 手指 を 入れる ことができない 構造と する。 また， この 保お ガード はヒ 
ンジ 式で 取り外せない 構造と し， 保護 ガードが 開いて いる 状態 を 保持す る 場合に は， 保持 具 か 止め金 
を 取り付けて， 振動 又は 衝突な どで， 緩まない 構造と する。 

c) デバ イダ 前面の 保護 ガード は， 取り外さない 状態で 生地 質量が 調整で きる 構造と する。 

d) デバ イダの ホ ツバに は， スワン ネック 延長 部 を 取り付ける 力、， 又は 腕 を 投入 口の 奥へ できるだけ 深く 
伸ばしても， 指が ナイフに 届かない よう 安全 距離 （JIS B 9700-2 の 4.2 参照） を 設ける。 

e) スワン ネ ッ ク 延長 部 は 開閉で きる 構造と し， 開放 中 は インタ ロック 装置に よって モ 一夕 が 動か な V 4 冓 
造と する。 

f) ナイフ 用の 油 穴 は， 作業 者の 指が 穴に 入らない 構造と する。 

g) デバ イダに は， シャ ピン （安全 ピン） のよう な 機械的 又は 電気 的 瞬間 作動 形の 過 負荷 保護 装置 を 設け 

る。 

h) ナイフ， ピストン など は， 安全な 状態で 容易に 分解 洗浄で きる 構造と する。 

1) ベル ト の 側面に は 保 ^ ガー ド （J1S B 9700-2 の 5.3 参照） を 設け， ベル ト ド ライブ' ローラ に 作業 者の 

手指が 巻き込まれない 構造と する。 
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j) ホッパ の 内容物が 見える ように， 必要に応じて 鏡， 透明 パネルな ど を 使用す る。 パネルな ど は， ヒン 

ジ 付き 又 は 取 外 し 可能 な 連動 式 とする。 
k) キャス タが 付いていない 非 固定 式の 場合， 水平面から 最も 好ましくない 方向に 10 度 傾けても， 機械が 

水平に 戻る 構造と する。 
1) キャス タ 付きの 非 固定 式の 場合， ロック 装置 を 設ける。 

m) 機械が k) 又は 1) に 適合で きない 場合に は， 機械 を 固定し， 固定 位置での 強度 を 取扱説明書に 明記す 

る。 

4.3.2 衛生 要求 事項 衛生 要求 事項 は， 次に よる。 

a) 永久 結合した 金属 表面 は， 溶接す る ものと し， 周囲の 面と 同じ 高さで 平らに 仕上げる。 保全の 場合に 
分離で きる ように， 二つの 金属 面 を ボルトで 止めて あると ころ はすき 間な く 接合し， 接合 部 は シール 
する。 

b) デ バイ ダ オイ ルの 油槽 は， 清掃の ために 接近し やすい 位置に あり， 給油 配管 は 容易に 移動 又は 取 外し 
がで き， 清掃し やすい 構造と する。 油槽 下部に はド レン 抜き を 設ける。 

c) 金属 面と 永久 結合す る プラスチック 材料 は， シールす る。 

d) ベース フレームと 支持 部分 は， 溝 及びす き 間がない ように 設計し， 容易に 清掃な どが できる 空間 を も 
つよう に 設計す る。 

e) 附属の コン ベア は， 清掃の ために ベルトが 移動 又は 取 外しが できる 構造と する。 

f) 附属の ホ ツバ， シュート などが 架設され る 場合に は， 清掃の ために それに 接近で きる 構造と する。 

g) ピストンに 附属す る 部品 類 は， 食品 接触 部に 設けて はならない。 

h) 余分な 小麦， 生地 かすな ど を 回収す るた め， 容易に 取り外して 清掃が できる 受け皿 を 設ける。 

i) 注油され た 伝動 装置 は， 潤滑油が 漏れて 食品 接触 部に 滴下 し ない 構造 とする。 

j) 駆動 部 回りの 保護 ガード は， 容易に 取り外して 清掃が できる 構造と する。 ただし， これ は 永久 的に シ 

ール された 保護 ガードに は 適用し ない。 
k) ホッパ 及び ドウ • ホ ツバに は， 必要に応じて ふた を 取り付ける。 

1) ベース 及び ベース サポート は， 床に シールす る ことので きる 設計で あるか， 又は 垂直 サポート 部品 及 

び 脚 を 除いて， 水平面の 最下 部と 床との 間に 150mm 以上の すき 間 を 設ける。 
4.4 立 形 あんねり 機 

4.4.1 安全 要求 事項 安全 要求 事項 は， 次に よる。 

a) アジ テ 一夕 シャフト とかぐ はん 羽根と を 連結す るかく はんかん （杆） に は， 作業 者の 衣服の 巻込み 防 
止めた め ボルトな どの 突起 物が 露 出しな レ ゝ 構造 とする。 

b) 機械 頭部が 左右 又は 上下に 移動す る 構造の ブー リ ， ベルト 変速 歯車 装置， ク ラ ツチな どの 駆動 部に は， 
保護 ガード （J1SB 9700-2 の 5.3 参照） を 設ける。 また， 脱落， 折 損な どに よって 作業 者に 危険が 及ば 
ないよう に 強度 及び 機構 を 十分に 考慮す る。 

I 蒸気 用 二重 かま は， J1SB8265 の 規定に よる。 

d) 直 火 かま ど を 使用す る 場合に は， 不完全燃焼 ガスが 発生し ないよう 十分な 大きさの 空気 流入 口 及び 排 
気 口 を 設ける。 

e) 電気 スィッチ 及び タイマ は， 耐湿性の もの を 用いる。 

f) キャス 夕が 付いていない 非 固定 式の 場合， かまに 水 を 入れた 状態で 水平面から 最も 好ま し く ない 方向 
に 10 度 傾けても， 機械が 水平に 戻る 構造と する。 

g) キャス タ 付きの 非 固定 式の 場合， ロック 装置 を 設ける。 
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h) 機械が f) 又は g) に 適合で きない 場合に は， 機械 を 固定し， 固定 位置での 強度 を 取扱説明書に 明記す 

る。 

4.4.2 衛生 要求 事項 衛生 要求 事項 は， 次に よる。 

a) 加 1 熱 容器 上部の 機械 部分の 材料 及び 構造 は， JIS B 9650-2 の 5.2.1 b) による。 

b) アジ テ一タ は， 容易に 分解 洗浄が 可能な 構造と する。 

c) アームに 金属 を 使用す る 場合に は， 耐食 性 金属 か， 又は - 卜 分な 防食 加工 を 施した もの を 使用す る。 

d) 原材料 容器 上部に 機械 回転 部分が ある 機械で は， 回転に 使用す る 潤滑油 は， 食料品 用の 無味 無臭， か 
つ， 無害の グリース とする。 

e) V ベルト， チヱ ーン などに は， 保護 ガード （JISB 9700-2 の 5 . 3 参照） を 取り付け， 粉 じん （塵） 又は 
油 じん 力、 原材料に 混入し ない 構造と する。 

f) 機械 本体， 電気 制御 操作盤な どの 上面 及び 平面 部 は， 汚れが 確認で きる ように 設置す る。 
4.5 横 形 あんねり 機 

4.5.1 安全 要求 事項 安全 要求 事項 は， 次に よる。 

a) 加熱 容器の 開口部に は， インタ ロック 装置， 光 センサな どの 安全対策 を 講じ， 作業 者に 危険の ない 構 
造と する。 

b) スィッチ 操作 は， 手動 • 自動の 切替 方式と する。 インタ ロック 作動 中 及び 加熱 容器の 転倒 中には， 手 
動 又は 寸 動に 切替えなければ， かくはん 羽根 は 回転し ない 構造と する。 

c) 加熱 容器の 転倒 中に アジ テータ を 回す 場合に は， 切替 スィッチ を 手動に 切替えて， 2 個の スィッチ を 
同時に 両手で 押し， 寸動 運転が できる 両手 操作 制御装置 （JIS B 9700-1 の 3.26.4 参照） を 用いる。 こ 
の 場合， 片手で 2 個の スィッチ を 同時に 押せない よう， 2 個の スィッチ は 別々 に 離して 設置す る。 

d) かく はん 羽根 は， 非常 停止 装置が 作動した 際に は， リスク アセスメント， 及び 妥当性 確認 （JISB 9705-1 
の 8. 参照） に 基づ く 適切な 時間 内に 停止す る 構造 とする。 

e) 駆動 部 及び 転倒 装置の 可動 部 は ボックス 内に 収納し， 作業 者の 手指が 直接 触れる ことがない 構造と す 
る。 

f) 蒸気 用 二重 かま は， JISB8265 の 規定に 準じる。 

g) キャス 夕が 付いていない 非 固定 式の 場合， 水平面から 最も 好ましくない 方向に 10 度 傾けても， 機械が 
水平に 戻る 構造と する。 

h) キャス 夕 付きの 非 固定 式の 場合， ロック 装置 を 設ける。 

i) 機械が g) 又は h) に 適合で きない 場合に は， 機械 を 固定し， 固定 位置での 強度 を 取扱説明書に 明記す 

る。 

4.5.2 衛生 要求 事項 衛生 要求 事項 は， 次に よる。 

a) アジ テ 一夕の アームと シャフ ト との 結合 部 及び シール 部 は， 容易に 取り外して 洗浄 及び 消毒が できる 

構造と する。 
4.6 もちつ き 機 

4.6.1 安全 要求 事項 安全 要求 事項 は， 次に よる。 

a) きね （杵） 部に は， インタ ロック 装置 を 備えた 保護 ガード （JIS B 9700-2 の 5.3 参照） を 設ける。 

b) 自動の 手 返し 装置 を もつ 場合， きねつき 手 返し は， 個別の 運転が 可能な 構造と する。 

c) キャス 夕が 付いていない 非 固定 式の 場合， 水平面から 最も 好ましくない 方向に 10 度 傾けても， 機械が 
水平に 戻る 構造と する。 

d) キャス タ 付きの 非 固定 式の 場合， ロック 装置 を 設ける。 
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e) 機械が c) 又は d) に 適合で きない 場合に は， 機械 を 固定し， 固定 位置での 強度 を 取扱説明書に 明記す 

る。 

4.6.2 衛生 要求 事項 衛生 要求 事項 は， 次に よる。 

a) 樹脂 材を 機械の 表面に コーティング する 場合， 毒性がない ものと し， き 裂， はく 離な どが 発生し ない 
ように コーティング する。 

b) き ね 軸の 軸受部 は， 潤滑油が 漏れて 食品 接触 部に 滴下 し ない 構造 とする。 

c) 手 返し 装置 は， 分解 • 組立が 容易で， 十分な 洗浄が できる 構造と する。 
4.7 リバース シ一タ 

4.7.1 安全 要求 事項 安全 要求 事項 は， 次に よる。 

a) ローラ 部に は， インタ ロック 付き ガード （JISB 9700-2 の 5.3 参照） を 設け， インタ ロック 付き ガード 

の 先端が 許容範囲 以上に 上がった 場合， ローラ は， 1 秒 以内に 停止す るか 又は 逆転す る 構造と する。 

b) ローラ 部の 保護 ガード は， 上下に 動く 構造と する。 

c) 保護 ガードの 開口部 は， 大きな 生地の 塊 を 容易に 供給で きる 高さと し， また， 作業 者の 腕が ローラに 
達しない 十分な 距離 （JIS B 9700-2 の 4.2 参照） を もつ 構造と する。 

d) 駆動装置 は 内蔵す る 力、， 又は 外部に 設ける 場合 は， 駆動 部 全体 を 覆う 保護 ガード （JISB 9700-2 の 5.3 
参照） を 設け， 作業 者に 危険の ない 構造と する。 

e) ベルト の 側面に は 保護 ガー ド （JIS B 9700-2 の 5.3 参照） を 設け， ベルト ドライブ 'ローラ に 作業 者の 
手指が 巻き込まれない 構造と する。 

f) キャス タが 付いていない 非 固定 式の 場合， 空の 状態で 水平面から 最も 好ま し く ない 方向に 10 度 傾け 
て も， 機械が 水平に 戻る 構造と する。 

g) キャス タ 付きの 非 固定 式の 場合， ロック 装置 を 設ける。 

h) 機械が り 又は g) に 適合で きない 場合に は， 機械 を 固定し， 固定 位置での 強度 を 取扱説明書に 明記す 

る。 

4.7.2 衛生 要求 事項 衛生 要求 事項 は， 次に よる。 

a) 粉 ふるい （篩） 機械に は， 附属の ふた を 備える。 また， 粉 ふるい 機械 は， 取 外しが でき， 清掃が 容易 
に 分解で きる 構造と する。 

b) 余分な 小麦， 生地 かすな ど を 回収す るた め， 容易に 取り外して 清掃が できる 受け皿 を 設ける。 
4.8 オーブン 

4.8.1 安全 要求 事項 安全 要求 事項 は， 次に よる。 
4.8.1.1 オーブンの 共通 安全 要求 事項 

a) 爆発性の ある 混合 ガスが 充満す るお それの ある オーブン （直 火 式 オーブン を 除く。） の 各 空間 部に は， 
燥 ％ 通風 装置 を 設けて 保護す る。 この 爆発 通風 装置 は， 適切な 断熱材 を 用いて 軽量と なる よう 製作す 

る。 

1) 堅ろう （牢） で 重い 防 爆 ドア は， チヱ ーン など を 用いた 適切な 方法で 固定し， 爆発 時に 作業 者に 傷 
害 を 与えない ように， 部品の 飛散 を 防止す る 構造と する。 

2) オーブンの 作業 者 又は オーブン 付近での 作業 者に， 飛散す る 部品 及び ガスに よる 危害 を 与える 可能 
性が ある 場所に 爆発 通風 装置 を 設ける 場合， その内 部 及び 外部の 保護に は， 頑丈に 作られた シール 
ド 力、， 又は 不燃性の 材質で 作られた 弾性体 を 用いる。 

3) ォー ブ ン の 加熱 シ ス テムの 中で， 燃料の 容器が 爆発 を 繰 り 返しても 変形し ない こと が 試験に よって 
保証され る 場合に は， 1) 及び 2) の 規定 は， 適用し ない。 
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b) ォー ブ ン の 屋根 その他の 部分 は， 作業 者が ォ 一 ブンの 上部 及び 内部に 入っても 耐える 十分 な 強度 を も 
つ 構造と する。 

c) すべての 配管 は， 気密 試験 を 行う。 

d) オーブンの 配管の 接続 部 は， はんだ 付け をして はならない。 燃料 又は 蒸気 を 供給す る オーブンの 配管 
接続 部に は， ねじ 継 手， フラン ジ継手 又は 溶接 を 用いる。 

e) オーブン （電気 加熱 式 を 除く。） は， 次の ような 適切で 強固な 煙突 又は 広い 煙道と 連結し， 燃焼 ガス を 
送り出す ものと する。 

1) 煙突 は， 据 付け 後 も 良好な 状態 を 保つ 構造と する。 

2) 煙道の 管 又は 台座 は， 適切に 支持され る 構造と する。 

3) 煙道の 管 又は 台座が， 煙突の 煙道 内部 壁 を 横切って 入らない 構造と する。 

4) 煙道 管 は， 煙突の 壁に 接合す るか， 又は 他の 方法で 覆って 空気の 浸透 を 防ぐ 構造と する。 

5) 自 然 通風に 配慮 し た 煙道 ダンバ 又は 他の 通気 調整 装置 を 設ける。 

6) ダンバが 使用され ている 場所に は， 適切な 位置に その 最低 又は 最高点での 制限 装置 を 設ける。 ダン 
パの 最低 位置 は， オーブンの 最低 出力での 燃焼 空気 量が 得られる よう 調節で きる 構造と する。 油 加 
熱 式 オーブン 又は ガス 加熱 式 オーブンに 煙道 ダンバ を 接続す る 場合， ダンバが 閉じて いると きはバ 
ーナも 停止す る 構造と する。 

f) オーブンの 上部に は， 断熱材 を 十分に 施し， オーブン 上部の 空間 は 通気 をよ くし， 建物の 天井が 耐熱 
性で あっても 90 °C 以上に ならない 構造と する。 

g) 可燃性の 壁 又は 天井 を 通過す る オーブンの ダクト 若しくは 煙突に は 断熱材 を 施し， 力、 つ， すき 間を設 
け， 壁 及び 天井が 70 °C を 超えない 構造と する。 

h) 多 頭 パーナ 式の オーブンに は， パン 焼成 室内に 十分に ある 二次 空気 及び 供給 ガスに よって 作動す る 
個々 の 大気圧 式 元 火 装置 を 備える か， 又は 各 パーナに 電気 火花 式の 点火 装置 を 設ける。 

i) 電気 点火 装置 を 備えた 167.4Xl0 3 kJ/h を 超える 加熱 能力 を もつ パーナに は， 火炎 検知 装置な どの 保護 
装置 を 付加す る。 

j) 高圧 回路 及び 燃料 供給 部の 電源 故障の 場合， ォ 一 ブン への 燃料 供給 と 組み合わ さ れた 電源 部 か ら 生じ 

る 電気 火花 式 点火 装置への 高圧電流 は， 一斉に 停止す る 構造と する。 
k) 電気 式 点火 装置 を 用いる オーブン は， 点火 開始 前に オーブンの 内部に 燃料 混合 ガスが たまらない 電気 

制御 操作盤 を 設けた 構造と する。 
1) 燃料 供給が ライン 圧力で 行われる 場合に は， パーナの 手前の 燃料 管 中に 次の よう な 安全 遮断 弁 を 設け 

る。 

1) 燃料 供給 圧が ライン 圧力 以上になる 場合， パーナ 手前の 燃料 ライン 中に 安全 遮断 弁 を 設ける。 ただ 
し， 燃料 供給 ライン 中に 他の 自動 弁 を もち， 圧縮 装置 力ま 停止す ると 燃料 力ま 流れなくなる ようにした 
ものに は 適用し ない。 

2) 安全 遮断 弁 は， 確実に 漏れの ない ものと し， 作業 者が 少なく とも 1 か 月に 2 回 は 検査す るよう 取扱 
説明書に 明記す る。 また， 年に 1 回 以上 オーブン 製造業 者に よる 点検 を 受ける よう 明記す る。 

3) グラ ン ドパ ッ キン は， パッ キン を 強 く 閉めす ぎても 安全 遮断 弁が 正常に 作動す る 構造と する。 

4) 電気 作動の 安全 遮断 弁 は， 非通電 時が "閉" であるよ うにし， 燃料の 供給 遮断 は 電気 作動に 依存し 
ない 構造と する。 

5) 安全 遮断 弁が" 閉" 位置に なった 後の 再開 口の 場合に は， 手動 操作 方式と する。 また， 電気 制御 方 
式の 場合に も， 安全 遮断 弁の 再開 口 を 手動で 行う 回路と する。 
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6) 手動 式 再 作動 形の 安全 遮断 弁 は， 外部から "開" 位置に ロックで きない 構造と する。 

7) 燃焼 用 空気 をブ ロワに よって 供給す る 場合， 空気 供給 不良のと き は， 安全 遮断 弁が 閉じる ように ィ 
ン タロックさせる。 

m) オーブンに は， 手動 操作 式の 主 燃料 遮断 弁 を それぞれ 一つ 備え， システム 中の 全 バルブの 手前に 設け 
る。 

n) すべての ガス パーナ 又は オイル パーナで， 167.4X 10 3 kJ/h を 超える 加熱 能力 を もつ もの は， 火炎 作動 
式の 安全器 を 設ける。 また， 火炎 不良に よって 作動す る 安全器の 動作 間隔 は 2 秒 を 超えない ものと す 
る。 安全器に よって 一度 停止した ガス パーナ 又は オイル パーナ は， 手動で なければ リセットして， バ 
ーナを 再起動す る ことができない 構造と する。 

o) 燃料の 初期 圧力が 燃焼 空気 圧より 低い 場合に は， 空気が 燃料 配管に 逆流し ない ことが 望ましい。 例え 
ば， ガス パーナ 式 装置のと き， ガス 圧が 空気 圧より 低い 場合に は， 混合 装置の 手前の ガス 配管 中に 逆 
止 弁な ど を 設ける。 

p) ガス 供給 圧が， オーブンでの 設定 圧より 高めに 設定して ある 場合に は， 次の ガス 圧 調整 器 を 設ける。 

1) ガス 圧 調整 器が 用いられ ている 場合， マ 二 ホールドに 送る ガス 圧 は， 最大から 最小に 至る 消費 作動 
圧の 10 % 以内と する。 

2) ガス 圧 調整 器 は， ばね 式， おもり 式 又は 圧力 均衡 式の ものと する。 ばね 式 又はお もり 式の もの は， 
適切な ハウジング 内にば ね 又はお もり を 入れる。 おもり 一て こ 式の 調整 器 は， どのような 場合に も 
用いて はならない。 

3) ガス 圧 調整 器の 場合， 大気に 接続して 良好な 作用 を 行わせる ため， 外気に 通気させる 構造と する。 
q) 空気 供給 部に ほこりが たまり， 混合器 及び パーナの 適正な 作動に 支障 を 与える おそれが ある 場合， 空 

気 供給 部の 入口に 適正な 空気 圧 フィル 夕 を 取り付ける。 また， 予備の フィルタ を 準備し， 洗浄 時に フ 

ィ ルタを 交換で きる 構造と する。 
r) 炉 内の 温度が 異常に 上昇した 場合， 熱源 を 遮断し， 警報 を 発する 装置 を 設ける。 
s) オーブンの 各 パーナ は， 燃焼 状態が 確認で き る 点検 用 の 点検 窓 を 設ける。 

t) ベー キング コン ベアから， 食品の 落下のお それが ある 場合， コン ベア 面から 食品の 落下 を 防止す るガ 

ィ ドを 設ける。 
u) ガス 燃焼 装置 は， JISB8415 の 規定に よる。 

v) ガス 燃焼 方式の 場合 は， 感震 装置 及び ガス 漏れ 検知器 を 設ける。 

W) 電気 加熱 装置 は， 次に よる。 

1) 焼成 室内で^ 出して いる 加熱 材に は， 防護 具 を 取り付け, 完成品， 作業 者， 電気器具 などが 偶発的 
に 接触し ないように 保護す る。 

2) 遮断 ス ィ、; /チ 又は 遮断器 は， すぐ 手の 届く 位置に 取り付ける。 主 スィッチ 又は 遮断器の 入った ェン 
クロージャ は， ロック 装置 を 設けて， オーブン 内の 作業が 行われて いる 場合に は， ェン クロージャ 
で ロックで きる 構造と する。 

3) 異常高温 検出 機能 及び 漏電 保護 機能 を 備える。 

x) オーブン は， 不燃性の 基礎 上に 据え付ける。 ただし， 可燃性の 床上に 据え付けざる を 得ない ような 特 
殊な 場合に は， 床から 75 mm 以上 離して 通気 をよ くし， オーブン 底 部 を 断熱し， 可燃性 床の 温度 は， 
70 °(：以 F となる 構造と する。 

y) 建物の 柱 又は 構造 部材 が， オーブンの 外 板から 150 mm 以内に 近接す る 場合に は， 断熱材 を 用いて 柱 
又は 構造 部材の 温度が 70 °C 以下と なる 構造と する。 



^作 権 法に よ り 無断での 複製， 転載 等は禁 【ヒ されて おります。 
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4.8.1.2 各種 オーブンの 安全 要求 事項 

a) 直 火 式 オーブン 

1) 直 火 式 オーブンに は， 燃料， 空気 又は 点火 不良に 対処させる ため， 点検 窓 を 設けて 容易に 確認で き 
る 構造と する。 

2) 運転 休止 後に， ガスが 蓄積され て 爆発す る ことがない ように， 167.4X 10 3 kJ/h を 超える 加熱 能力 を 
もつ 直 火 式 オーブン は， 点火 装置， 燃焼 空気 用ブロ ヮ 及び 燃料が 作動 開始す る 前に 通気 排出す る。 
この 事前 換気に は， 焼成 室の 空気が 少な く と も 4 回 は 変わる よう オーブンの 空気 を 建物 外に 排出し， 
新鮮な 空気 を 取り入れる ようにす る。 加熱 装置が， 保護 装置に よって 遮断 停止した 場合に は， 必ず 
この 事前 換気 を 繰り返す。 

b) 直 火 循環 式 オーブン 

1) 直 火 循環 式 オーブンの 各 循環 用 ファン は， パーナと 連動 させた 安全弁に よって， ファンの 停止 時に 
は 燃料が 遮断され る 構造と する。 

2) 直 火 循^ 式 オーブンの パーナ 火炎 部 又は パーナに は， 瞬時に 作動す る 火炎 感知 安全器 を 設け， バー 
ナが 着火 不良の ときに は 自動的に 燃料 供給 を 遮断す る 構造 とする。 

3) 直 火 循環 式 オーブンに は， 事前 換気装置 を 設ける。 

4) 直 火 循環 式 オーブンで， オーブン 内 及び オーブン 上に ある ファンに は， 過熱 防止の ための 温度 制限 

装置 を 設ける。 

5) 直 火 循環 式ォー ブ ン の 羽根車 は， パーナ の 火炎 又 は パーナと 直接接触 しないよう 防護す る 。 

6) 直 火 循環 式 オーブンの パーナが 高い 位置に 取り付けられ ている ときには， 固定 式 階段 を 設けて 安全， 
カゝ つ， 容易に パーナ 部に 接近で きる 構造と する。 

7) 直 火 循環 式 オーブンの ファン は， 作動 温度に 適した 材料で 構成し， また， 羽根車の 破損 防止の ため 
十分な 安全率 を 取った ものと する。 

8) オーブン 内部の ラックの 回転に ついては， 次の 基準 を 満たす。 

8.1) ラックの 回転 を 停止させる のに 150 N よ り 大きい 力 を 必要と する 場合， ラ ックの 可動 中に 焼成 室 
内部へ 接近で きないよ うに， イン 夕ロッ ク 装置 を 設ける。 

8.2) 焼成 室の 扉が 開いた 後， 3 秒 以内に ラッグ は 停止す る。 

8.3) 焼成 室の 扉が 開いて いると き は， どのような 回転 も 運転 制御装置 によって 防止され る。 

9) 動力 装置に ついては， 次の 基準 を 満たす。 

9.1) 焼成 室の 扉から 外部の 電動 装置までの 距離が， 2.5m 以下の 場合， 固定 ガード （JIS B 9700-2 の 5.3 

参照） によって 防護され る 構造と する。 

10) ラックと 焼成 室の 扉の 内面との 空間に ついては， 次に よる。 

10.1) 扉の 開閉が 手動 式で あるか， 又は 操作盤に よって 制御され ている ものに ついては， ラックと 焼成 
室の 扉との 間に 50mm のす き 間 を 設ける。 

11) 安全性 を 保った め， ラックが 回転して いる 間の ラックの 転倒 を 防止す る 構造と する。 

12) 湿度 を 保った め 電気装置 は， 相対湿度 30〜95 % (結露し ない 条件） で 正常に 作動す る 構造と する。 

13) 蒸気の 漏れ 防止に ついては， 次に よる。 

13.1) ドアの 前に は， "ドア は 注意して 開ける こと" などの 注意書き を 添付す る。 

13.2) 焼成 室の 扉 を 開ける とき 換気装置 は， 自動的に スィッチ 力 《 "ON" になる 構造と する。 

13.3) 焼成 室の 扉 を 開ける とき， 蒸気 を 作る ための 水流 供給 装置が 自動 式で あるとき は， 自動的に スィ 
ツチが "OFF" になる 構造と する。 



著作 眚法に よ り 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され て お り ま す。 
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13.4) 焼成 室の 扉 を 開ける とき， オーブン 内部の 空調 循環 装置 は， 自動的に スィッチが" OFF" になる 
構造と する。 

14) 外部に 最大 3 秒 以上 手 をのせ る 必要が ある L 字形 ハンドル， ハンドル， 手動 制御装置 など 設ける 場 
合 は， 65 °C を 超えない 構造と する。 

15) 過熱に よる 火災 発生 防止に ついては， 次に よる。 

15.1) オーブンの 過熱 を 防ぐ ため， 焼成 室内の 温度が 制限 温度 を 超えない ように， 接近 可能な 場所に 温 
度 検出器 を 設ける 力、， 温度 自動 調節 器 を 設置す る。 

15.2) 焼成 室内の 圧力が 上がり 過ぎない ように， 圧力 を 制御す る 装置と して， 圧力 軽減 装置な ど を 使用 

する。 

16) オーブン 内に， 人が 閉じ込められる ことへの 防止 策に ついては， 次に よる。 

16.1) オーブン 内に， 人が 閉じ込められ るの を 防ぐ ため， 高さが 80cm 以上の 扉に は， 最大 100N 以下 
の 力 で 操作で き る 開閉 ハ ン ドル を 内 側 に 取 り 付ける。 

16.2) 扉に は， オーブン 内部が 見える 点検 窓 を 取り付ける。 

16.3) 破損した ガラスに よるけ が を 防止す るた め， 適切な 耐熱 ガラス 力、， 耐熱 プラスチック を 使用す る。 

17) 人間工学 を 無視す る ことから 発生す る 一般的な 危険 防止に ついては， 次に よる。 

17.1) オーブン は， 操作， 清掃 及び 修理中に 安定性が 保 たれる 設計と する。 

17.2) 過度の 力で 押した り 引いた りする こと を 避ける ため， ^擦の 低い キャス 夕 又は 車輪 を 使用す るか， 
ラック と 機械 を 連結 させるな どの 方法 を と る。 

17.3) ラック を 引っかけたり 引き 下 ろす のに 必要な 力 は， 1 50 N 以 下 とする。 

17.4) 製品 を 積み込んだ 場合の ラックの 質量が 100kg 以上 あるとき は， 自動 引き上げ 装置 を 設置す る。 

17.5) 電気 制御 操作盤 は， 作業 者の 手の 届く 範囲 内に 設置す る。 

c) 間接 加熱 多数 パーナ 式 オープン 

1) 間接 加熱 多数 パーナ 式 オーブンに は 安全 遮断 弁 を 設けて， 点火 位置と 空気 圧力 部 及び ガス 圧力 部と 
を インタ ロッ ク する。 

2) 間接 加熱 多数 パーナ 式 オーブンの 壁 を 含む 囲い 及び オーブンの 点検 窓 は， 少な く と も 年に 1 回 以上 
の 漏れ 検査な ど を 行う よう 取扱説明書に 明記す る。 

d) 間接 加熱 循環 式 オーブン 

1) 加圧して 作動させる オーブン 内の ダク ト 装置 は， オーブンの 最初の 起動時に ダク トの 漏れ 検査 を 行 
い， 更に， 6 か 月 を 超えない 間隔で 漏れ 検査 を 行う こと を 取扱説明書に 明記す る。 

2) 間接 加熱 循環 式 オーブンの ファン 及び 他の 部分 は， 直 火 式 オーブンの 規定に 準拠す る。 

3) 間接 加熱 循環 式 オーブンの 油 パーナ 又は ガス パーナに は， すべて 瞬時 作動 式 火炎 感知 安全器 を 備え 
• る。 

4) 間接 加熱 循環 式 オーブンの ダクト 装置に は， 全面 積が 0.1m 2 以上の 爆発 時 通気 装置 を 備える。 この 
爆発 時 通気 装置 は， 作業 者の 方に 熱い ガス 又は 飛散 部品が 飛び出し てこない 位置に 設ける。 

4.8.2 衛生 要求 事項 衛生 要求 事項 は， 次に よる。 

a) 焼成 炉床の 構造 材 として 使用され るすべ ての 非金属 材料 は， 表面に 凹凸， 割れ目 及び 溝が あって はな 

ら ない。 

b) 天井 部， 入口' 出口の 上部な どの 内部 コーティング 部 は， 割れ目が 入ったり， はがれる ことがない 耐 
熱材 とし， かつ， JIS B 9650-2 の 5.2.1 b) の 規定に よる。 

c) 配管の 絶縁 材 又は 保温 材は， 清掃し やすく， 水分が 浸透し ない ものと し， すべての 絶縁 及び 保温 材の 
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表面 は 塗装な どの 硬質 化 仕上げと する。 また， 容易に 清掃が できる 構造と する。 

d) ワイヤ メッシュ 及び メタル バン ド 運行 式 の 炉床 は ， 稼 f 動 中で も 焼成 面 を 常 に 清掃 できる 機構 を 備える。 

e) 給油され た チヱ ーンと 製品が 接触し ないように， ガイド を 取り付ける。 

f) 食品の かすな どが 落下して たまる 可能性が あるす ベての 面 は， 容易に 清掃が できる 構造と する。 

g) 焼成 中に 使用され る炉 内への 吹 込み 用 蒸気に は， 飲用に 適した 水 を 使用す る。 

h) 断熱 板 を 除く 外面 カバー は， 容易に 取り外して 清掃が できる 構造と し， カバー は その 最下 部が 床 面よ 
り 50 mm 以上の 位置で 取り付ける。 

i) オーブンの 出口 部 及び 入口 部の すき 間 部分から 食品の かすな どが 落ちる 場合 は， 容易に 取り外し がで 
きる ダスト パン を 設ける。 ダスト パン は， 容易に 持ち運んで ダスト を 捨てる ことができる 大きさと す 

る。 

j) 燃焼， 又は 熱 伝達の 目的で 使用す る 空気 は， 50 pm 以上の 粒子 をろ 過す る。 

k) 運行 チェーン は， 黒鉛 及び その他の 潤滑剤が 多すぎた 場合で も， それに 影響され ないで 常に 滑らかに 
動く 構造と する。 

1) 運行 チヱ ーン への 給油 は， スプ ロケット 以外のと ころで できる 構造と する。 

m) 清掃， 保守， 点検な ど を 行う 手入れ 用 ドア は， オーブンの 内部が 容易に 清掃で きる ように オーブン 炉 

体に 直接 取り付ける。 
n) 点検 窓 は， 容易に 取り外して 清掃が できる 構造と する。 

o) 炉 体に 取り付ける 照明 は， 耐湿性 を もたせる ために ハウジング 方式と し， 更に， 破損 防止の ために 耐 

熱 取 付 具によ る シャツ タを 取り付ける。 
P) オーブン 炉 体の 外側 又は 中 側 を 通って 焼成 室に 通じてい る 対流 用 ファン 装置 は， 清掃し やすい 構造と 

する。 

q) オーブン 内部の 天井 面 は， 清掃し やすい 構造と し， 保護 コーティングが 施されて いる 場合 は， 耐熱 タ 

イブの ものと する。 
r) オーブンの 煙突 は， 水平 部分が 最短になる ように 取り付ける。 

s) オーブンの 煙突 は， 継目から 付着 物な どが 漏れる ことのな いように 完全に 継ぎ合わせる。 煙突 内部に 

取 付 金具な どが 突き出したり しないよう すべての 結合 部 は 完全に 密閉す る。 
り オーブンの 煙突 は， 分解 • 清 掃が できる 構造と する。 

u) バンド オーブンの 回転 ドラム 用 ピット は， 容易に 清掃が できる ように 十分な 空間 を 設ける。 

V) ォー ブ ン の 蒸気 供給 装置 か らのド レン 及び オーバ フローし た 排水 は， 気泡 を 除去 して 排出す る 。 

W) オーブンの 送り 又は 排出 コン ベアの 下部 は， 容易に 清掃が できる 構造と する。 固定された コン ベア は， 

コン ベア 戻り 面と 床との 間に 最低 150 mm のす き 間 を 設ける。 
x) オーブン 側面に 取り付ける 電線 管 及び 配管 は， 取 付 金具 を 用いて， オーブン 側面から 50mm 以上 離し 

て 取り付ける。 また， オーブン 天井 部に 付ける 配管 類 は， 同様な 方法 を 用いて 天井 面から 200 mm 以 

上 離して 取り付ける。 
4.9 フライヤ 

4.9.1 安全 要求 事項 安全 要求 事項 は， 次に よる。 

a) 揚げ油の 温度が， 設定した 許容 限界 値 を 超えて 上昇した 場合， 自動的に 熱源 を 遮断し， 警報 を 発する 
装置 を 設置す る。 

b) 電動機， 駆動 部， 軸受 部な ど は， 高温 部外に 設置し， 作業 者が 接近で きる 高温 部 及び 運動 部 は， 保護 
ガード （JIS B 9700-2 の 5.3 参照） を 設け， 作業 者に 危険の ない 構造と する。 
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油槽 は， 絞り 加工 又は 溶接 加工い ずれの 場合で も， 熱 又は 油に よる 材質の 変化 及び 形状の 変化が 生じ 
ない 構造と する。 

上部 フード を 設置す る 場合 は， 作業 を 妨げない 高さと する。 
フード 用 ダクトに は， 温度 ヒューズ 付き ダン パを 設ける。 
油槽の 上部 は， 床 又は 作業 台より 1 000mm 以上と する。 
火花が 油 に 飛び散 ら な レ 3 構造 とする。 

水が かか るお それの ある 電気 制御 操作盤の ェ ン クロージャ は， JIS B 9960-1 の 12.3， 及び JIS C 0920 

に 従い 適切な 保護 等級と する。 

設置 場所の 状況に 応じて， 常に 水平に 近い 安定した 状態 を 保持し， 高温 を 伴う 油が あふれ 出ない 構造 
とする。 

ガス 燃焼 方式の 場合に は， 次に よる。 

1) すべての 配管 は， 気密 試験 を 行う。 

2) 配管の 接続 部 は， はんだ 付け をして はならない。 燃料 を 供給す る 配管 接続 部に は， ねじ 継 手， フラ 
ンジ継 手 又は 溶接 を 用いる。 

3) 燃焼炉 は， 次の ような 適切で， 強固な 煙突 又は 広い 煙道と 連結され， 燃焼 ガス を 送り出す ものと す 

る。 

3.1) 煙突 は， 据 付け 後 も 良好な 状態 を 保つ 構造と する。 

3.2) 煙道の 管 又は 台座 は， 適切に 支持され る 構造と する。 

3.3) 自然 通風に 配慮した 煙道 ダンバ 又は 他の 通気 調整 装置 を 設ける。 

3.4) ダンバが 使用され ている 場所に は， 適切な 位置に， その 最低 又は 最高点での 制限 装置 を 設ける。 
ダンバの 最低 位置 は， パーナの 最低 出力での 燃焼 空気 量が 得られる よう 調節で きる 構造と する。 
ガス 加熱 式 タイ プに 煙道 ダンバ を 接続す る 場合， ダンバが 閉じて いると き は パーナ も 停止す る 構 
造と する。 

4) 多 頭 パーナ 式の フライヤに は， 炉内 に 十分に あ る 二次 空気 及び 供給 ガス に よ つて 作動す る 個々 の大 
気圧 式 元 火 装置 を 備える か， 又は 各 パーナに 電気 火花 式の 点火 装置 を 設ける。 

5) 電気 点火 装置 を 備えた 167.4X 10 3 kJ/h を 超える 加熱 能力 を もつ パーナに は， 火炎 検知 装置な どの 保 
護 装置 を 付加して 保護す る。 

6) 高圧 回路 及び 燃料 供給 部の 電源 故障の 場合， バー ナヘの 燃料 供給 と 組み合わ さ れた 電源 部から 生じ 
る 電気 火花 式 点火 装置への 高圧電流 は， 一斉に 停止す る 構造と する。 

7) 電気 式 点火 装置 を 用いる フライヤ は， 点火 開始 前 及び 停止 後に 炉 内の 燃料 混合 ガス を 排除す る 電気 
制御 を 設けた 構造と する。 

8) 燃料 供給が ライン 圧力で 行われる 場合に は， パーナの 手前の 燃料 管 中に 次の よう な 安全 遮断 弁を設 

ける。 

8.1) 燃料 供給 圧が ライン 圧力 以上になる 場合， パーナ 手前の 燃料 ライン 中に 安全 遮断 弁 を 設ける。 た 
だし， 燃料 供給 ライン 中に 他の 自動 弁 を もち， 圧縮 装置が 停止す ると 燃料が 流れなくなる ように 
した ものに は 適用し ない。 

8.2) 電気 作動の 安全 遮断 弁 は， 非通電 時が "閉" であるよ うにし， 燃料の 供給 遮断 は 電気 作動に 依存 
しない 構造と する。 

8.3) 安全 遮断 弁が "閉" 位置に なった 後の 再開 口の 場合に は， 手動 操作 方式と する。 また， 電気 制御 
方式の 場合に も， 安全 遮断 弁の 再開 口 を 手動で 行う 回路と する。 



^作^法に よ り 無断での 複製， 酝 載 等は禁 I 卜. さ れて お り ま す。 
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8.4) 手動 式 再 作動 形の 安全 遮断 弁 は， 外部 か ら "開" 位置に ロックで き ない 構造 とする。 

8.5) 燃焼 用 空気 をブ ロワに よって 供給す る 場合， 空気 供給 不良のと き は， 安全 遮断 弁が 閉じる ように 
インタ ロックさせる。 

9) 燃料 供給 ラインに は， 手動 操作 式の 主 燃料 遮断 元 弁 を 設ける。 

10) すべての ガス パーナで， 167，4X10 3 kJ/h を 超える 加熱 能力 を もつ もの は， 火炎 作動 式の 安全器 を設 
ける。 また， 火炎 不良に よって 作動す る 安全器の 動作 間隔 は 2 秒 を 超えない ものと する。 安全器に 
よって 一度 停止した ガス パーナ は， 手動で なければ リセ ッ ト して パーナ を 再起動 をす る ことができ 
ない 構造と する。 

11) 燃料の 初期 圧力が 燃焼 空気 圧よ り 低い 場合に は， 空気が 燃料 配管に 逆流し ない ことが 望ましい。 例 
えば， ガス パーナ 式 装置のと き， ガス 圧が 空気 圧より 低い 場合に は， 混合 装置の 手前の ガス 配管 中 
に 逆 止 弁な ど を 設ける。 

12) ガス 供給 圧が， フライヤでの 設定 圧より 高めに 設定して ある 場合に は， 次の ガス 圧 調整 器 を 設ける。 

12.1) ガス 圧 調整 器が 用いられ ている 場合， マ 二 ホールドに 送る ガス 圧 は， 最大から 最小に 至る 消費 作 
動 圧の 10 %> 以内と する。 

12.2) ガス 圧 調整 器 は， ばね 式， おもり 式 又は 圧力 均衡 式の ものと する。 ばね 式 又はお も り 式の もの は， 
適切な ハウジング 内にば ね 又はお もり を 入れる。 おもり 一て こ 式の 調整 器 は， どのような 場合に 
も 用いて はならない。 

12.3) ガス 圧 調整 器の 場合， 大気に 接続して 良好な 作用 を 行わせる ため， 外気に 通気させる 構造と する。 

13) 空気 供給 部に ほこ りが たま り， 混合器 及び パーナの 適正な 作動に 支障 を 与える おそれが ある 場合， 
空気 供給 部の 入口に 適正な 空気 圧 フィルタ を 取り付ける。 また， 予備の フィルタ を 準備し， 洗浄 時 
に フィルタ を 交換で きる 構造と する。 

14) 各 パーナ は， 燃焼 状態 力ま 確認で きる 点検 用の 点検 窓 を 設ける。 

15) ガス 燃焼 装置 は， J1SB8415 の 規定に よる。 

16) ガス 燃焼 方式の 場合 は， 感震 装置 及び ガス 漏れ 検知器 を 設ける。 

17) ガス 配管 系統に 緊急 遮断 弁 を 設け， ガス 圧 異常， 燃焼 異常 及び 異常高温 を 検出して， 緊急 遮断 弁 を 
作動させる 機能 を 備える。 

4.9.2 衛生 要求 事項 衛生 要求 事項 は， 次に よる。 

a) 製品の 通過 部 は， フィード コン ベア， 揚げ 網な どの 清掃の ために， 揚げ 枠が 昇降 可能な 構造と する。 

b) 揚げ油， バター， グ レース， アイシング， ジェリー， フィ リングの 分注， 移送 用の ポンプ， パイプ， 
バルブ 及び 附属 品 類 は， 衛生的で あり 分解が できる ものと する。 また， 清掃 • 点検の ため 接近で きる 
構造と する。 

c) デ ポジ 夕 を もつ 場合に は， ホッパ を ふた 付きと する。 

d) 加圧 式で 圧縮空気 を 用いる デ ポジ タは， 圧縮機の 油が 食品に 混入し ない 構造と する。 

e) 固定した 面に 隣接して いて 取り外せない 角 形 ダクト は， その 面に シール される 力、， 又は 固定 面から 少 
なくと も ダクト 幅の 1/5 の 間隔 を あけて 取り付ける。 ただし， その 間隔 は 50mm 以上と する。 

f) 油 循環 用 配管 は， 分解 • 組立が 容易に できる よう 継 手 を 用いる。 

g) 外部 排気の ための 煙突， ダクト， フード 及び 天が い 類 は， 外部からの 異物が 入らない ように フィルタ 
を 取り付け， 容易に 取り外して 清掃が できる 構造と する。 

h) フードと ダクトとの 結合 部に は， フィルタ を 設け， 清掃の ための 取扱いが 容易な 構造と する。 また， 
フィルタの 取 付 部 は， 油の 滴下 防止 構造と する。 



^作 権 法に よ り 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ております。 
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i) 油槽， タンク， 配管 系な ど は， 完全に ドレ ン抜 きがで きる ように 適切な 傾斜 をつ けた 構造と する。 
j) フライヤの 断熱材 は 金属で 覆い， 金属の 継目 はすべ て シールす る。 ただし， 通気 口 は 開いて いても よ 

い。 

k) スライド ドアが ある 場合， スライド ドアの 底 部 ガイド は， 底と 両端が 十分に 開いて いて 排水 及び 清掃 
がで きる 構造と する。 

り ダクト は， その 接合 部が シールされ ている か， 又は その 部分が 取り外せる 構造と する。 

m) ダクト は， 水が たまる ことがあ るので， 水 抜きが 完全に できる ように 据え付け， 水が 製品の 通る 部分 

へ 漏れた り ， 滴下 しないよ うに 調整す る。 
n) 円筒形 ダク トは， ダク ト 及び 隣接 面に 容易に 近づける ように， 固定 面から 間隔 を あけて 取り付ける。 

0) 排水 受け 又は 集 水 受け 器 は， こぼれた 水 又は 水滴 を 全部 集められ るよう 十分な 大きさと する。 また， 
清掃の ために 容易に 接近で きる 力、， 又は 容易に 取り外して 清掃が できる 構造と する。 

p) フードの 下部に は， 油 だまり を 設け， 容易に 清掃が できる 構造と する。 

q) 貯蔵 器 又は ホ ツバに は， 上から かぶ さる 形の ふた を 設ける。 その ふたが 2 枚 以上から なる 場合 は， 水 

滴な どが 滴下し ない 構造と する。 また， ヒンジ 式の ふた は 軸 を 外側に する。 
r) 床に 密着して 設置され る 場合を除き， 機械 は 床 面から 150 mm 1^ 上の すき 間 を 設ける。 
s) 機械と 隣接す る 構築物 及び 排出 用 • 配送 用の コン ベア を 除く 他の 装置との 間隔 は， 最低 900 mm 以上 
とする。 

t) 貯蔵タンク， ホ ツバ， シュート， 排気 煙突な ど は， 装置の 清掃 • 点検 を 妨げない ように 設置す る。 
4.10 ス ライサ 

4.10.1 安全 要求 事項 安全 要求 事項 は， 次に よる。 

a) スプ ロケット， チヱ ーン 及び V ベルト 駆動 部に は， 全体 を 覆う 保護 ガード （JTSB9700-2 の 5.3 参照） 

を— 設ける。 

b) 往復 動 刃物 式ス ライサの 刃物 枠の 保護 ガード を 外した とき 刃 部が 露出す る 場合に は， その 箇所に イン 
タロック 装置 を 設ける。 

c) ェン ドレスの バン ド式 刃物 を もつ ス ラ ィ サ では， 各 電動機の 電気 又は 他の 作用に よって 自動的に 作動 
する ブレーキ を 設け， 電動機が 停止 中 は 作動す るよう にす る。 また， 刃先に 近接す る ドア， パネルな 
どが 開いて いると きに 電動機が 回転し ないよう にィ ン タロック 装置 を 設ける。 

d) 機械 上で スライス 刃 を 研ぐ 必要が 生じる 場合， と （砥） 石が 刃 部に 届く ための 十分な 空間 を 保^ ガー 

ド とと （砥） 石との 間に 設ける。 

e) ス ライサに は， 最後の ロー フ まで スライス 刃 部に 送 り 込む 押出 装置 を 設ける 。 

D 食品の 押出 装置 は， 刃と 接触し ない 構造と する。 

g ) 送り 用 チヱ ーンに 取り付けられ ている プッシ ャフィ ンガ が， 直角 方向 送りの べッ ド • プレー ト に 入る 
ところで はっかみ 部 を 覆う。 

h) ス ライサと 包装 機の 据 付け 及び 接続のと き， チヱ ーン， スプ ロケット， ベルト その他の 駆動 部に 適切 
な 防護 を 設ける。 この場合， 起動 停止 装置の 相互の 結 線 は 安全な もの を 用いる。 

り 横 送り 用 チェーン は， 前部 及び 上部 を 除く 他の 側面 部 を 完全に 覆う。 

j) キャス タが 付いていない 非 固定 式の 場合， 水平面から 最も 好まし く ない 方向に 10 度 傾けても， 機械が 

水平に 戻る 構造と する。 
k) キャス タ 付きの 非 固定 式の 場合， ロック 装置 を 設ける。 

1) 機械が j) 又は k) に 適合で きない 場合に は， 機械 を 固定し， 固定 位置での 強度 を 取扱説明書に 明記す 



お : 作 権 法に よ り 無断での 胃 転載 等 は 禁止され ており ます。 
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る。 

4.10.2 衛生 要求 事項 衛生 要求 事項 は， 次に よる。 

a) 側面， 上面 及び その他 周りの 表面の 材料 は， 9650-2 の 5.2.1b) の 規定に よる。 

b) ドア， ふた， 入口 用の パネルな どに 使用す る ガイ ドレール は， 清掃し やすく， また， 食品 片， 凝縮 物， 
手 粉 又は じんあい （塵埃） がた まらない 構造と する。 

c) 駆動 している ドラムと 従 動 側の 空 回 り ドラム の 両端 は， どんな 物質 も 入らない ように シールす る。 
4.11 包 あん 機 

4.11.1 安全 要求 事項 安全 要求 事項 は， 次に よる。 

a) 搬出 コン ベアの 駆動 部に は 保護 ガード （JISB 9700-2 の 5.3 参照） を 設け， 作業 者の 手指が 巻き込まれ 
ない 構造と する。 

b) 重合 成形 部， 手 粉 供給 部な ど を 駆動させる ギヤの 露出 部 は， 固定 ガード （JIS B 9700-2 の 5.3 參照） を 

fK り 付ける。 

c) 機械 駆動装置 部が 収納され ている 部分の ドア は， ロック 式， ボルト 締めな どに する 力、， 又は リミット 
スィッチ を 取り付け， 作業 者が， 回転す る 駆動 部に 直接 近づけない 構造と する。 

d) ピストン シ リンダ 式 ホッパ は， 支持 シャフトの 強度 を 十分に 取り， また， シ リンダ も 発生す る 圧力に 
十分に 対応で きる 強度 を もつ 構造と する。 

e) コントロール ボックス は， ロック 式， ボルト 締めな どの ドアの 中に 納める。 

f) 機械に キャス 夕 を 取り付けて ある 場合 は， ス ト ツバ を 設け 機体 を 固定で きる 構造と する。 

g) 機械の 成形 部 又は ホッパ は， 機械の 稼働 時と 準備 及び 清掃 時で 機械の セット 位置が 異なる 場合， その 
セット 位置で スト ツバ を かけ， 機械 を 固定 化で きる 構造と する。 

h) 電動機 は， 機械の フレーム 内部に 納める 力つ 又は 外部に 露出す る 場合 は， J1S B 9960-1 の 15. の 規定 
による。 

i) 水が かかる おそれの ある 電気 制御 操作盤の ェン クロージャ は， J1S B 9960-1 の 12.3， 及び JIS C 0920 

に 従い 適切な 保護 等級と する。 
j) キャス 夕が 付いていない 非 固定 式の 場合， 水平面から 最も 好ま し く ない 方向に 10 度 傾けても， 機械が 

水平に 戻る 構造と する。 
k) キャス タ 付きの 非 固定 式の 場合， ロック 装置 を 設ける。 

1) 機械が j) 又は k) に 適合で きない 場合に は， 機械 を 固定し， 固定 位置での 強度 を 取扱説明書に 明記す 

る。 

4.11.2 衛生 要求 事項 衛生 要求 事項 は， 次に よる。 

a) 機械 本体 は 洗浄で きる ように， 防 滴 構造と する。 

b) 内包 剤の 送り出し スクリュー （ピストン）， シ リンダ 及び 整流 ケース は 着脱 式と し， 取り外して 清掃が 
できる 構造と する。 

c) 製品 搬出 コン ベア 及び コン ベア プレート は 着脱 式 と し ， 洗浄が で きる 構造と する。 

d) 外皮 材送 り 出し スクリュー （ ピストン）， シ リ ン ダ 及び 重合 成形 部 は 着脱 式で あ り ， 手動に よ つて 分解 
洗浄が 細部 にわた つてで きる 構造と する。 

I 機械の 設置 条件に 関する 情報 及び 必要な 照明 (J1SB 9700-2 の 4.8 参照） などに 関する 情報 は， 取扱 説 

明 書に 記載す る。 
4.12 デ ポジ 夕 

4.12.1 安全 要求 事項 安全 要求 事項 は， 次に よる。 
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a) デ ポジ 夕の 往復 運動 又は 回転運動 部に は， せん 断， 巻込み， 引 込みな どの 危害 を 防止す るた め， 保護 
ガード （JIS B 9700-2 の 5.3 参照） を 設ける。 

b) 電気 制御 操作盤の ェン クロージャ は， ロックで きる 構造と する。 

c) 水が かかる おそれの ある 電気 制御 操作盤の ェン クロージャ は， JIS B 9960-1 の 12.3， 及び JIS C 0920 

に 従い 適切な 保護 等級と する。 

d) 歯車， チェーン 及び プーリの 回転 部 は， 完全 密閉す る。 

e) キャス 夕が 付いていない 非 固定 式の 場合， 水平面から 最も 好ましくない 方向に 10 度 傾けても， 機械が 
水平に 戻る 構造と する。 

f) キャス 夕 付きの 非 固定 式の 場合， ロック 装置 を 設ける。 

g) 機械が e) 又は f) に 適合で きない 場合に は， 機械 を 固定し， 固定 位置での 強度 を 取扱説明書に 明記す 

る。 

4.12.2 衛生 要求 事項 衛生 要求 事項 は， 次に よる。 

a) すべての 表面 は， 接近し やすい 構造と する。 ただし， 分解で きる 部位 は 除く。 

b) 機械 本体 は， 洗浄で きる 構造と する。 

c) フレキシブル チューブ は， 透明 か 半透明と し， ノズル は 容易に 取り外して 清掃が できる 構造と する。 

d) ホ ツバに は， 取 外しが できる ふた を 設ける。 

e) シ リンダ 及び マ 二 ホールド は， すべての 開口部 及び 通過 部に 清掃 用 ブラシが 通る 構造と する。 また， 
通過 部に デッド スペース （JIS B 9650-2 の 5.2.2 参照） のない 構造と する。 

f) ノズル 及び 導入部 は， 分解 洗浄で きる 構造と する。 

g) ピストン は， 原則として リング を も だない 構造と する。 リング を 使う とき は， サークル リングに 限定 
する。 固定 式の ピストン， ウォーム 及び スクリューが 使用され ている ところ は， 清掃の ために 可動 式 
力、， 又は ドライブ シャフ ト 及び パッ キンが 外せる 構造と する。 

h) 流体 用の スクリーン 又は スト レーナ は， せん （穿） 孔 又は 溝 穴の ついた 材料で 製作し， 容易に 取り外 
して 清掃が できる 構造と する。 

i) 駆動装置 は， 清掃が しやすいよう 設計し 取り付ける。 プーリ は， 製品と 接触し ないように 設置す る。 
j) 食品 接触 部の スプ ロケット は， 滑らかで， 固い ディスク を 使用す る。 

k) 床 面から 清掃で きない 部分が 機械に ある 場合 は， 容易に 近づける ように 踏 板 を 設ける 力 \ そのための 

附属 装置 を 設ける。 
4.13 形 抜 切断機 

4.13.1 安全 要求 事項 安全 要求 事項 は， 次に よる。 

a) 保全 及び 修理の 時には， 刃物 及び 生地 供給 装置の 取 付け， 取 外しな どが， 安全， かつ， 容易に 行われ 
る 構造と する。 

b) 刃 部に は， イン 夕 ロック 装置 を 備えた 保護 ガード （JISB 9700-2 の 5.3 参照） を 設ける。 

c) 往復 運動 切断 装置の 場合に は， 生地 供給 部に 手 を 挿入しても， 作業 者の 腕が 刃物に 達しない 十分な 距 
離 を もつ 構造と する か， 送 込み ロール を 設ける。 

d) 回転軸， 刃物な ど は， 安全な 状態で 容易に 点検， 調整， 補修， 洗浄 及び 清掃が できる 構造と する。 

e) キャス 夕が 付いていない 非 固定 式の 場合， 水平面から 最も 好ま し く ない 方向に 10 度 傾けても， 機械が 
水平に 戻る 構造と する。 

f) キャス 夕 付きの 非 固定 式の 場合， ロック 装置 を 設ける。 

g) 機械が e) 又は f) に 適合で きない 場合に は， 機械 を 固定し， 固定 位置での 強度 を 取扱説明書に 明記す 
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る。 

4.13.2 衛生 要求 事項 衛生 要求 事項 は， 次に よる。 

a) 軸受部 は， 潤滑油が 漏れて 食品 接触 部に 滴下し ない 構造と する。 

b) 刃物 及び 生地 供給 装置 は， 分解 ，組立が 容易で， 十分な 洗浄が できる 構造と する。 
4.14 ェクス 卜 ルー ダ 

4.14.1 安全 要求 事項 安全 要求 事項 は， 次に よる。 

a) 各 シ リ ン ダ 外周 に 取り付けられ ている 電熱 ヒーター による 火傷 事故 を 避ける ため， シ リン ダ 全体 を 覆 
う 保護 ガード （JIS B 9700-2 の 5.3 参照） を 取り付ける。 

b) ェクス トルー ダの 付帯 設備と して 設置され る 回転 刃 を もつ ペレ タイ ザに は， ィ ン タロック 装置 を 備え 
た 保護 ガード （JIS B 9700-2 の 5.3 参照） を 設ける。 また， より 安全性 を 高める ために， 回転 刃 用 電動 
機に は， ブレーキ モータ を 使用す る。 

c) 複数 本の プーリ ベルトに よって 主 電動機から 減速 機へ 伝動され ている 箇所に は， 保護 ガード （JTS B 
9700-2 の 5.3 参照） を 設け， 手指が 危険 箇所に 巻き込まれない 構造と する。 

d) 原料 供給 装置の テーブル フィ ーダ， スクリュー フィ ーダな どの ホ ツバに は 保護 ガー ド （JIS B 9700-2 
の 5.3 参照） を 設け， 手指が 巻き込まれない 構造と する。 

e) 原料 供給 口に は 容易に 取 外しが できない 原料 投入 ガイ ドを 取り付け， スクリューが 回転して いる シリ 
ンダ 内に 手指が 到達し ない 構造と する。 

f) 押出 金型 は， 高圧 蒸気， 熱湯 及び 原料の 混合 体の 噴出 飛散 を 防止す る 構造と する。 

g) 押出 金型 及び シ リンダ ヘッド 部 （ダイ 取 付 部） は， 常に 高温に なって いるた め， これらの 箇所に は 保 
護 ガード （JISB 9700-2 の 5.3 参照） を 設ける。 

h) キャス タが 付いていない 非 固定 式の 場合， 水平面から 最も 好ま し く ない 方向に 10 度 傾けても， 機械が 
水平に 戻る 構造と する。 

i) キャス タ 付きの 非 固定 式の 場合， ロック 装置 を 設ける。 

j) 機械が h) 又はり に 適合で きない 場合に は， 機械 を 固定し， 固定 位置での 強度 を 取扱説明書に 明記す 

る。 

4.14.2 衛生 要求 事項 衛生 要求 事項 は， 次に よる。 

a) 原料 供給 用の フィーダ は， ホッパ 内， 供給 部な どの 内部 を 清掃で きる ように， 各部 品 は 容易に 取り外 
して 清掃が できる 構造と する。 

b) 加工 処理す るシ リンダ 内 は， 容易に 清掃で きる 構造と する。 

c) スクリュー は 容易 に 分解 洗浄が で き る か, 又は 容易 に 清掃で きる 構造と する。 

d) 押出 金型 及び シ リンダ ヘッド は， 容易に 分解 洗浄で きる か， 又は 容易に 清掃で きる 構造と する。 

e) スクリ ユー 及び 駆動 部の 接続 箇所 は， ギヤ ボックスから 潤滑油が 漏れても 食品 接触 部に 滴下し ない 構 
造と する。 

4.15 スチー マ （せいろ， 蒸し 庫 及び 連続 蒸し 機） 

4.15.1 安全 要求 事項 安全 要求 事項 は， 次に よる。 

a) 電動 部 及び 駆動 部に は， 保護 ガード （JIS B 9700-2 の 5.3 参照） を 取り付け， 作業 者の 手指が 危険 箇所 

に 到達し ない 構造と する。 

b) 可動 式の 保護 ガード （JIS B 9700-2 の 5.3 参照） に は， 電気系統 又は 機械的な 電気 制御 操作盤と 連動す 
る インタ ロック 装置 を 備える。 

c) 作業 者が 接触す るお それの ある 高温 部 は， 被覆， 遮へ い （蔽） などに よって 防護す る。 
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水が かかる おそれの ある 電気 制御 操作盤の ェン クロージャ は， JIS B 9960-1 の 12.3， 及び JIS C 0920 

に 従い 適切な 保護 等級と する。 

キャス 夕が 付いていない 非 固定 式の 場合， 水平面から 最も 好ま し く ない 方向に 10 度 傾けても， 機械が 
水平に 戻る 構造と する。 

キャス タ 付きの 非 固定 式の 場合， ロック 装置 を 設ける。 

機械が e) 又は f) に 適合で きない 場合に は，' 機械 を 固定し， 固定 位置での 強度 を 取扱説明書に 明記す 

る。 

15.2 衛生 要求 事項 衛生 要求 事項 は， 次に よる。 

加熱に 使用され る 蒸し 槽 内への 吹 込み 用 蒸気に は， 飲用に 適した 水 を 使用す る。 
食品 接触 部に お ける 搬送 機械 部品 類 は， 容易 に 着脱で きて 洗浄 及び 殺菌 可能 な 構造 とする。 
蒸し 槽の 内部が 容易に 洗浄で きる ように， 蒸し 槽の 側面に 数 箇所の 扉 を 設け， 力、 つ， 簡単な 操作で 開 
閉 できる 構造と する。 

連続して 蒸し 加工 を 行う 機械の 場合， 清掃 又は 排水 時に 蒸し 槽 内に 残留 水がない ように， 底 部に 傾斜 
を 設け 完全に 排水で きる 構造と する。 
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関連 規格 JISB0651 製品の 幾何 特性 仕様 (GPS) — 表面 性状 ： 輪郭 曲線 方式 一 触 針 式 表面 粗 さ 測定 機の 特 

性 

JISB9702 機械 類の 安全性— リスク アセスメントの 原則 
JIS B 9703 機械 類の 安全性 一 非常 停止 一 設計 原則 

JIS B 9705-1 機械 類の 安全性— 制御システムの 安全 関連 部 一 第 1 部 ： 設計の ための 一般 原則 
JIS B 9707 機械 類の 安全性 一 危険 区域に 上肢が 到達す る こと を 防止す る ための 安全 距離 
JIS B 9708 機械 類の 安全性 一 危険 区域に 下肢が 到達す る こと を 防止す る ための 安全 距離 
JIS B 9709-1 機械 類の 安全性 一 機械 類から 放出 される 危険物 質に よ る 健康への リスク の 低減 

一 第 1 部： 機械 類 製造者の ための 原則 及び 仕様 
JIS B 9709-2 機械 類の 安全性 一 機械 類 か ら 放出 される 危険物 質に よ る 健康への リスク の 低減 

一 第 2 部 ： 検証 手順に 関する 方法論 
JISB9711 機械 類の 安全性 一人 体 部位が 押し つぶされる こと を 回避す るた めの 最小す きま 
ISO 13851 Safety of machinery ― Two-hand control devices ― Functional aspects and design principles 
ISO 13855 Safety of machinery — Positioning of protective equipment with respect to the approach 

speeds of parts of the human body 
ISO 14119 Safety of machinery — Interlocking devices associated with guards ― Principles for design 

and selection 

ISO 14120 Safety of machinery ― Guards ― General requirements for the design and construction of 

fixed and movable guards 
EN 453 Food processing machinery ― Dough mixers ― Safety and hygiene requirements 
EN 454 Food processing machinery 一 Planetary mixers 一 Safety and hygiene requirements 
EN 547-1 Safety of machinery ― Human body measurements ― Part 1 : Principles for determining the 

dimensions required for openings for whole body access into machinery 
EN 547-2 Safety of machinery ― Human body measurements ― Part 2 : Principles for determining the 

dimensions required for access openings 
EN 563 Safety of machinery ― Temperatures of touchable surfaces ― Ergonomics data to establish 

temperature limit values for hot surfaces 
EN 614-1 Safety of machinery — Ergonomic design principles — Part 1 : Terminology and general 

principles 

■ 1127-1 Explosive atmospheres ― Explosion prevention and protection ― Part 1 : Basic concepts 
and methodology 

EN 1672-1 Food processing machinery — Basic concepts — Part 1 : Safety requirements 

EN 1672-2 Food processing machinery — Basic concepts — Part 2 : Hygiene requirements 

EN 1674 Food processing machinery ― Dough and pastry brakes — Safety and hygiene requirements 
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製菓 機械 の 安全 及び 衛生 に関する 設計 基準 

解説 



この 解説 は， 本体に 規定した 事柄 及び これに 関連した 事柄 を 説明す る もので， 規格の 一部で はない。 
この 解説 は， 財団法人 日本規格協会が 編集， 発行す る もので あり， この 解説に 関する 問合せ は， 財団 法 
人 曰 本 規格 協会へ お願い します。 

1. 改正の 趣旨 及び 経緯 

1.1 今回の 改正の 趣旨 食品 加工 機械の J1S は， 1988 年から 1990 年に かけて JIS B 9650 (食料品 加工 
機械の 安全 及び 衛生に 関する 設計 基準 通則） を はじめと する 8 種類の 細則から なる シリーズと して 定めら 
れた。 しかし， これらの 規格 は 制定から 10 年 以上 経過して おり， この間， 機械の 安全 '衛生に 関する 幾つ 
かの ISO 規格 案が 公表され るな ど， 世界的に 安全 衛生 化に 関する 認識が 著しく 変化して いる ことから， こ 
の 規格 を 早急に 国際的な レベルに 合わせる ことが 必要と なった。 そのため， 社団法人 日本食 品 機械工業 会 
では， 1998 年から 団体 規格 を 参考に 食品 加工 機械の JIS 規格 改正に 取り組み， 翌 1999 年に は 通則で ある 
J IS B 9650-1, -2 の 改正 原案 を 作成した。 この 通則の 改正 原案 は， 項 立てから 見直し を 行い 全面 改正と な 
つたこと から， 本体の 1. で 規定して いると おり， 通則 を 拡張し 補完す るた めに 定められ ている この 規格 を 
はじめと する 各 細則 を 通則 と の 整合 化 を 図 るた めに， 早期に 改正す る 必要性 をかん がみ， 改正 を 行つ た も 
ので ある。 

したがって， この 規格 は， 製菓 機械に 関する 要求 事項 を 定めて いる 力、 同時に JISB9650-1 (食料品 加 
ェ 機械の 安全 及び 衛生に 関する 設計 基準 通則 一 第 1 部： 安全 設計 基準） 及び J1SB 9650- 2 (食料品 加工 機 
械の 安全 及び 衛生に 関する 設計 基準 通則 一 第 2 部： 衛生 設計 基準） に 定める 各 要求 事項 を 満たして いる こ 
とが 必要で ある。 また， この 規格に おいて 扱って いない その他の 製菓 機械に は， JIS B 9650-1， -2 に 定め 
る 要求 事項が 適用され る。 
1.2 改正の 経緯 

1,2.1 改正の 基本 方針 1999 年から 2003 年に かけて 社団法人 日本食 品 機械工業 会 は， 食料品 加工 機械 業 
界， 食品 業界， 学識経験者 からなる "JISB 9652 改正 特別委員会" を 設けて， J1SB 9650-1， -2 との 整合 化 

を 図る こと を 第一の 目的と し， 改正 原案の 作成 を 行った。 改正に 当たって は， 次の 基本 方針 を とりまとめ 

た。 

a) J1S B 9960-1, JIS B 9650-1, -2 及び ISO 12100-1， -2 において 既に 定めて いる 要求 事項と 重複して い 
る もの は， 例外 を 除きす ベて 削除 するとと もに， 要求 事項の レベル を 合わせる などの 整合 化 を 図る も 
のとす る。 

b) 社団法人 日本食 品 機械工業 会が， 1995 年から 1997 年までの 3 年間に わたり 作成した 業界 基準で 定め 
る 要求 事項 についても 検討 を 行 レ \ 可能な もの は 改正案へ 取 り 入れる ものと する。 

c) 欧米諸国の 同じ 機種に ついて 定めた 主な 規格の 要求 事項と 比較し， 安全 • 衛生 性の 向上に 必要と 思わ 
れる ものに ついては， 可能な 範囲で 取り入れる ものと する。 

解 1 
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1.2.2 審議の 経過 1999 年 4 月に "JIS B 9652 改正 特別委員会" を 設ける とともに WG を 設置して 具体 
的な 改正 作業に 取 り 組んだ。 2003 年 3 月に は WG から 提案され た JIS 改正案が 本 委員会に おいて 審議され 
承認され た。 

1.2.3 主な 改正 点 主な 改正 点 を 次に 示す。 

a) この 規格の 様式 は， JISZ 8301:2000 (規格 票の 様式） に 従って， 変更した。 

b) 関連 規格と して 参考 規格 を 整理して 記載した。 

c) この 規格で 設計 基準 を 規定す る 製菓 機械に， "ェク スト ルー ダ， スチー マ， せいろ， 蒸し 庫 及び 連続 蒸 
し 機" の 5 機種 を 新たに 追加した。 

d) この 規格で は， 1988 年 版で は 要求 事項 を 定めて いる， 整形 機， 製たい 機 及び 米菓用 生地 切断機の 3 機 
種に ついて， それぞれ JIS B 9650-1, -2 において 定められ ている 要求 事項 を 特に 拡張する 事項がない 
ことから 削除した。 

I JIS B 9960-1, JIS B 9650-1， -2 及び ISO 12100-1， -2 において 定められ ている 要求 事項と 重複す る 内 

容 のうち， 特定 部位が 指定され ている 事項 を 除き， すべて この 規格から 削除した。 

f) 原料， 液体， 粘 体 及び これらの 混合物 を 混合， かくはん， 混 ねっする 機能 を もつ 機械 装置に 適用 を拡 
張す るた め， 項目 名 を "ケーキ ミキ サ， 横 形 二一 ダ 及び ビスケット ニー ダ" から "立 形 ミキ サ 及び 横 
形 ミキ サ" に 改めた。 

g) 連続 的に 供給され る 生地 又は シート 状の 生地に 成形 加工 をす る 機能 を もつ 機械 装置に 適用 を 拡張する 
ため， 項目 名 を "メーキャップ テーブル" から "形 抜 切断機" に 改めた。 

h) あん， クリーム， ジャム， 菓子 生地な ど を 押し出し， 又は 注入す るデ ポジ 夕 及び 整 飾 用 インジ ヱ クタ 
は， 機能 別に 明確に 分かれて いない ことから， これら を まとめて デ ポジ 夕と した。 

2. 審議 中 特に 問題と なった 事項 審議 中に 特に 問題と なった 事項 は， 次に よる。 

a) JIS B 9960-1, JIS B 9650-1, -2 及び ISO 12100-1， -2 と 重複す る 事項の 例外的な 取扱い 引用 規格と 
して 記載した JISB 9960-1， JISB 9650-1, -2 及び ISO 12100-1， -2 に 既に 規定され ている 要求 事項 は， 
この 規格から 削除す る こ と を 基本 方針と している 力 、ある 箇所 を 特定して 述べて いるものに ついては， 
これらの 規格 を 補足す る ものである と し， 削除せ ず 残す こ と と した。 

3. 適用 範囲 こ の 規格の 引用 • 参照の 関係 は， JIS 相互の 間ば か り ではな く， JIS • 団体 規格 • 社内 規格 

の 三者の 間で も 同様で ある。 したがって， 団体 規格 及び 社内 規格に も できるだけ この 規格 を 準用す る こと 
が 望ましい。 

4. 各 構成要素の 内容 

4.1 定義 （本体の 3.) 箇条の 題名 を JISZ 8301:2000 (規格 票の 様式） に 従って "用語の 意味" から "定 
義" に 改めた。 

用語に はこの 規格から 新たに 追加した "ェク スト ルー ダ， スチー マ， せいろ， 蒸し 庫 及び 連続 蒸し 機" 
の 5 用語 を 追加し， そのほかの 用語 も 含めて 実際の 製造 ラインの 工程に 合わせて 並び 替え を 行った。 
4.2 機種 別の 安全 及び 衛生 要求 事項 （本体の 4.) 箇条の 題名 を JIS B 9650-1， -2 に 合わせ "機種 別の 安 
全 及び 衛生 対策" を" 機種 別の 安全 及び 衛生 要求 事項" に， また "安全対策" は "安全 要求 事項"， "衛生 
対策" は "衛生 要求 事項" に それぞれ 改めた。 
4.3 各種 安全 要求 事項 

解 2 
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4.3.1 保護 ガ一 ド 

a) 保護 ガードに は， 固定 式 ガード， 可動 式 ガード， 調整 式 ガード， インタ ロック 付き ガード， 施錠 式ィ 
ン タロック 付き ガード 及び 制御 式 ガードが あり， 保護 ガードの 種類が 指定され ている 場合 は， ISO 
12100- 1 の 3.25 の 定義が 適用され る。 また， 本体で 設置 箇所の ほかに 保護 ガードの 種類 を 特に 明記し 
ていない 場合 は， その 機械に 対する リスク アセスメントに 基づき， その 構造に 最も 適切な 保護 ガード 
を 選択す る ことが 必要で ある （ISO 12100-2 の 5.2 参照）。 

b) 格子 状の 保護 ガード を 使用す る 場合 は， 個々 の 機械の 構造に よって 許容で きる すき 間 は 異なる。 した 
がって， このような 保護 ガード を 取り付ける 場合 は， JTSB 9707 (機械 類の 安全性 一 危険 区域に 上肢 
が 到達す る こ と を 防止す るた めの 安全 距離)， JISB9708 (機械 類の 安全性 一 危険 区域に 下肢が 到達す 
る こと を 防止 する ため の 安全 距離 ） によって 安全 距離 について 定められて いるので， 参考と されたい。 
また， その他の 保護 ガードであって も， 危険 箇所と 保護 ガードの 間に どうしても すき 間が 生じる 場合 
も， 許容され るすき 間の 寸法 を 上記 二つの 規格 を 参考に 検討す る 必要が ある。 

4.3.2 ェン クロージャの 保護 等級 ェン クロージャと は， 外部 要因の 影響に 対する 電気装置の 保護 及び 任 
意 方向からの 直接接触 に対する 保護 を 目的と する （JIS B 9960-1 参照） もので， その 保護 等級 は 次の よう 
に 規定され ている （JISC0920 参照）。 



IP コード 



第 1 


特性 数字 


固形 異物の 侵入に 対する 機器 （人体） 


の 保護の 度合い 






保護な し 




1 ^直径 50 mm 


(手の甲） 


2 ^直径 12.5 m 


m (指） 


3 ^直径 2.5 mm (工具） 


4 ^直径 1.0 mir 


1 (ワイヤ） 


5 粉 じん 保護 


(ワイヤ） 


6 防 じん 


(ワイヤ） 







第 2 特性 数字 
有害な 影響 を 伴う 水の 侵入に 対する 

e 器の 保護の 度合い 



保護な し 
1 鉛直 滴 r 

2 滴下 （15° 傾斜） 

ス iTi —'に ： 
j リ 丄'; ノ / 

4 はねかけ 

5 噴射 

6 強力 噴射 

7 一時的 水没 

8 連続 水没 



また， IP コード を 特に 規定して いない 機種に ついては 少なく とも IP22 の 保護 等級と する ことが J1S C 
0920 に 規定され ており， また， ェン クロージャの 代表的な 保護 等級 は， J1SB 9960-1 に 次のように 示され 
ている。 

一 電動機 始動 用 抵抗器 と そ の 他の 大型 装置 だ け を 収納す る 換気 式ェ ン クロージャ IP 10 

一 一般 産業 用ェン クロージャ IP32, IP43, IP54 

- ホースに よ る 低圧の 洗浄 水が かかる 場所で 使用す る ェン クロージャ IP55 
一 粉 じんに 対して 保護す るェン クロージャ IP65 
4.3.3 ホールド • 卜 ゥ • ラン [本体の 4 丄 1 り〜 k)] 機械に 設置す る 保護 装置に ついて 規定す る 4 丄 1 の り 
〜k) に， "ホールド. トウ • ラン 制御装置" の 採用に ついて 求めて いる。 この 装置 は ISO 12100-1 の 3.26.3 
で 規定され ている もので， 特に 両手に よる 操作 を 必要と する もので はない。 



解 
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4.3.4 作業 者の 安全に 支障がない 位置 [本体の 4.2.1m)] 4.2.1 m) は， 冷却 媒体 を 作動させる バルブ 及 
び 電気 制御 操作盤の 取 付 位置に ついて 規定す る ものである 力、 "作業 者の 安全に 支障がない 位置" は ISO 
12100-2 の 4*8.7 で 示されて いる 条件 を 満たした 状態 を 意味す る。 

4.3.5 両手 操作 制御装置 [本体の 4.2.1 a), d), f)] 4.2.1 a), d), f) において， 設置 を 求めて いる "両手 
操作 制御装置" は， ISO 12100-1 の 3.26,4 で 規定され ている もので， 2 個の 手動 制御器の 同時 操作 を 少なく 
とも 必要と する ホールド' トウ • ラン 制御装置 を 意味す る。 

4.3.6 十分な 距離 [本体の 4.7.1 c), 4.13.1 c)] 作業 者の 身体の 一部が 危険 箇所に 到達す る こ と を 防止す 
るた めの 安全 距離 を 設ける こと を 規定して おり， 安全 距離に ついては J1SB 9707， JISB9708 で 規定され て 
いるので， この 要求 事項に 基づき 最適な 距離 を 算出す る 必要が ある。 
4.4 各種 衛生 要求 事項 

4.4.1 簡単な 工具 簡単な 工具と は， ドライバー， レンチ， スパナな ど を 意味す る。 

4.4.2 容易に 取 外し （分解） できる 構造 手 又は 簡単な 工具で 取 外し 及び 分解が できる 構造 を 意味す る。 
4.4.3 接近で きる 構造 ドライバ一， レンチ， スパナな どの 簡単な 工具 を 用いて， 見たり 触れたり できる 
構造 を 意味す る [JISB9650-2 の ak) 参照]。 

4.4.4 容易に 接近で きる 構造 工具 を 使用し ないで 見たり 触れた りで きる 構造 を 意味す る。 

4.4.5 防 滴 構造 "防 滴 構造" と は， 鉛直から 15 度の 範囲の 降雨に よって 有害な 影響がない 構造の こと 

で， JISC 0920 の 2. "防水の 種類 及び 意味" で 規定す る "防 滴 II 型" に 相当す る 防水 性 を 意味す る。 



解 4 
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原案 作成 委員会の 構成 表 原案 作成 委員会の 構成 表 を， 次に 示す。 



JIS B 9652 

氏名 



(委員長） 


大 川原 


行 


雄 


(主査） 




浦 


達 


司 


(委員） 


藤 


田 


曰 


宏 




中 


林 


賢 


司 




池 


田 


博 


康 




橋 


本 




進 




舜 


田 


靖 


司 




大 


西 




久 




須 


郷. 




孝 




持 


田 


謙 








巣 








石 


坂 




隆 




小 


林 


加 


悦 




石 


渡 


公 


夫 




橋 


本 


永 


夫 




鈴 


木 


茂 






林 




孝 


司 




松 


枝 


日出 郎 




森 


本 


龍 


雄 




梶 


原 


秀 


浩 




小 


林 


博 


紀 


(事務局） 


嶋 


田 


孕 






大 


村 


宏 


之 








JI 

氏名 


SB 


(委員長） 


大 川原 


行 


雄 


(主査） 




浦 


達 


司 


(委員) 


，お 


巣 








石 


坂 




隆 




小 


林 


加 1 


悦 




石 


渡 


公 


夫 




々ム 
如 


木 


茂 


夫 




松 


枝 


日出 郎 




北 


條 


真 


俊 



改正 特別委員会 構成 表 

所属 

株式会社 大 川原 製作所 
高 崎 経済 大学 経済学 部 
経済 産業 省 製造 産業 局 
経済 産業 省 産業 技術 環境 局 
独立 行政法 人 産業 安全 研究所 
財団法人 日本規格協会 
社団法人 日 本 機械工業 連合会 
財団法人 食品 産業 センター 
全日 本 菓子 工業 協同組合 連合会 
社団法人 日 本 洋菓子 協会 連合会 
山 崎 製 パン 株式会社 
森 永 製菓 株式会社 
株式会社 銀座 コージ 一 コーナー 
株式会社 中村屋 
有限会社 ポンデ ザール 
株式会社 奈良 機械 製作所 
関東 混合機 工業 株式会社 
株式会社 幸 和 工業 
株式会社 品 川 工業 所 
梶原 工業 株式会社 
株式会社 コ バー ド 
社団法人 日本食 品 機械工業 会 
社団法人 日本食 品 機械工業 会 

52 改正 WG 構成 表 

所属 

株式会社 大 川原 製作所 

高 崎 経済 大学 経済学 部 

山 崎 製 パン 株式会社 

森 永 製菓 株式会社 

株式会社 銀座 コージ 一 コーナー 

株式会社 中村屋 

株式会社 奈良 機械 製作所 

株式会社 幸 和 工業 

レオン 自動 機 株式会社 

解 5 
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(事務局) 



森 


本 


龍 


雄 


梶 


原 


秀 


in 


小 


林 


博 


紀 


本 


間 


久 


人 


副 


1 き: a 


啓 


伸 


大 


村 


宏 


之 



株式会社 品 川 工業 所 
梶原 工業 株式会社 
株式会社 コ バー ド 
関東 混合機 工業 株式会社 
関東 混合機 工業 株式会社 
社団法人 日 本 食品 機械工業 会 



解 6 
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★ 内容に ついての お 問合せ は， 規格 開 発 部 標準 驟 [FAX(03)3405-554 1 TEL(03)5770- ] 57 i ] へ ご 遮 

絡く ださい。 

★J1S 規^ S の 正^^ が 発行され た 場合 は. 次の 要領で ご 案内いた します。 

(1) 当 協会 発行の 月刊 K "標寧 化 ジャーナル" に， 正' 誤の 內 S を揭 載いた します。 

(2) 原則として 每月第 3 火 晒 日に! "曰 経 産業 新聞" 及び "日刊 工業 新 «" の JIS 発行の 広告欄 
で， 正^ 票が 発行され た JIS 規格 翁^ 及び 規格の 名称 をお 知らせい たします。 

なお， 当 協会の JIS 予約者の 方に は， 予約され ている 部門で 正お S が 発行され た 場合， 自動 
的に お送りい たします。 

★J は fflfii 巧の ご注文 は， 符及' If ，部 カス タマ 一 サービス 雞 [TEL(O3)3583-80O2 FAX(03)3583-0462] 
乂は 下記の 当 t^; & 支部に おき ましても ご注文 を 承って お ります ので， お 申込み く ださい。 
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